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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

注 １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

３ 第83期中において、国内子会社の第一実業テクノロジ㈱（現・㈱DJTECH）を新たに連結の範囲に含めております。また、

第一実業ビスウィル㈱の株式を新たに取得したことに伴い、第83期中間期末より連結の範囲に含めております。 

４ 第84期中において、在外子会社のDAIICHI JITSUGYO ASIA PTE. LTD.、DAIICHI JITSUGYO (THAILAND) CO., LTD.、DAI-

ICHI JITSUGYO (MALAYSIA) SDN. BHD.、DAIICHI JITSUGYO (PHILIPPINES), INC.を新たに連結の範囲に含めております。 

５ 第84期中より、純資産額の算定にあたり「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）お

よび「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しており

ます。 

６ 第85期中において、在外子会社の第一実業（香港）有限公司を新たに連結の範囲に含めております。 

７ 従来の半期報告書においては連結経営指標等を千円単位（千円未満四捨五入）で記載しておりましたが、当中間連結会計

期間より百万円単位（百万円未満切捨て）で記載しております。なお、比較を容易にするため、過去の数値も百万円単位

に組替えて表示しております。 

回次 第83期中 第84期中 第85期中 第83期 第84期 

会計期間 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 57,151 62,337 67,725 112,860 123,336 

経常利益 (百万円) 1,914 2,439 2,595 4,146 4,798 

中間(当期)純利益 (百万円) 897 1,398 1,420 2,354 2,687 

純資産額 (百万円) 19,604 22,857 24,529 21,910 24,151 

総資産額 (百万円) 66,667 73,180 83,857 66,875 74,267 

１株当たり純資産額 (円) 345.60 398.43 426.33 384.33 420.00 

１株当たり中間(当期)
純利益 

(円) 15.86 24.61 24.99 40.43 47.27

潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益 

(円) 15.76 24.52 24.91 40.20 47.10

自己資本比率 (％) 29.41 30.95 28.90 32.76 32.15 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 2,349 1,920 197 2,970 6,492

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,066 △264 △235 △1,127 △655

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △6,514 △1,830 717 △8,206 △4,235

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高 

(百万円) 6,592 5,897 8,492 5,542 7,759

従業員数 
(ほか平均臨時雇用人員数) 

(名) 
770 
(71)

885
(71)

937
(40)

760 
(103)

892
(70)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

注 １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

３ 第84期中より、純資産額の算定にあたり「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）お

よび「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しており

ます。 

４ 従来の半期報告書においては提出会社の経営指標等を千円単位（千円未満四捨五入）で記載しておりましたが、当中間会

計期間より百万円単位（百万円未満切捨て）で記載しております。なお、比較を容易にするため、過去の数値も百万円単

位に組替えて表示しております。 

回次 第83期中 第84期中 第85期中 第83期 第84期 

会計期間 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 55,120 57,689 63,093 108,081 114,035 

経常利益 (百万円) 1,639 1,865 2,130 3,394 3,721 

中間(当期)純利益 (百万円) 788 1,079 1,221 1,811 2,101 

資本金 (百万円) 5,105 5,105 5,105 5,105 5,105 

発行済株式総数 (千株) 57,432 57,432 57,432 57,432 57,432 

純資産額 (百万円) 18,838 20,676 21,722 20,658 21,593 

総資産額 (百万円) 63,630 69,212 78,688 64,249 70,101 

１株当たり純資産額 (円) 332.10 363.75 382.18 362.45 379.79 

１株当たり中間(当期)
純利益 

(円) 13.94 18.99 21.49 30.99 36.97

潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益 

(円) 13.86 18.92 21.43 30.82 36.84

１株当たり配当額 (円) ― ― 6.50 11.00 13.00 

自己資本比率 (％) 29.61 29.87 27.61 32.15 30.80 

従業員数 
(ほか平均臨時雇用人員数) 

(名) 
455 
(71)

446
(45)

452
(14)

448 
(77)

432
(46)



２ 【事業の内容】 

当社の企業集団は、機械関係事業（各種機械・器具・部品の販売およびこれらの修理、保守、点検）、材料関係事

業（各種管材・管機材・金属材料・プラスチックス原料等の販売）、その他の事業（各種機器・不動産の賃貸等）を

行っております。 

当中間連結会計期間における各事業に係る主要な関係会社の異動は、次のとおりであります。 

  

（機械関係事業） 

  前連結会計年度まで非連結子会社でありました第一実業（香港）有限公司は、当中間連結会計期間より連結子会

社となりました。 

  

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、下記の１社が新たに提出会社の連結子会社となりました。 

注 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年９月30日現在 

注 従業員数は就業人員であります。なお、( )内に期中の平均臨時雇用人員数を外数で記載しております。 

  また、臨時従業員は製造子会社における派遣技術者および海外事業所における嘱託契約の従業員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

注 従業員数は就業人員であります。なお、( )内に期中の平均臨時雇用人員数を外数で記載しております。また、臨時従業員は

海外事業所における嘱託契約の従業員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社および連結子会社には労働組合はありません。 

なお、労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  

名称 住所 資本金 
主要な事業の内

容 

議決権の所有

または 
被所有割合

（％） 

関係内容 

        所有 当社との輸出入取引を行っております。

第一実業（香港）有限公司 香港 194百万円 機械関係事業 100
役員の兼任５名 
役員の出向１名 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名) 

機械関係事業 819 (34) 

材料関係事業 12 (―) 

その他の事業 1 (―) 

全社(共通) 105 ( 6) 

合計 937 (40) 

従業員数(名) 452 (14) 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、輸出が底堅く推移したことに加え、堅調な企業収益を背景に設備投資の増加や

雇用環境の改善などがみられ、景気は緩やかな拡大を持続してまいりました。 

しかしながら、原油や原材料価格の高騰、米国経済の先行き不安、地政学的リスクの高まり等の懸念材料があり、景気の先行

きに不透明感を抱えたまま推移いたしました。 

このような状況の中で、当中間連結会計期間の売上高は、5,388百万円増の67,725百万円（前年同期比8.6％増）、また、利益

面におきましては、営業利益は107百万円増の2,483百万円（同4.5％増）、経常利益は155百万円増の2,595百万円（同6.4％

増）、中間純利益は21百万円増の1,420百万円（同1.5％増）となりました。 

①事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

機械関係事業 

エネルギー開発・ガス石油精製・化学関係では、海洋掘削リグの搭載機器等の大口案件が好調で売上が増加しましたが、

エンジニアリング・建設関係では、大手エンジニアリング会社経由の海外向け石油・化学プラントおよび付帯装置の大口案

件が少なかったため、売上が減少しました。半導体実装装置関連では、中国・韓国を中心としたアジア向けのＩＴおよびデ

ジタル機器の需要や自動車部品メーカー向けの車載関連機器の需要が好調で、また、プラスチックス関係では、小型射出成

形機および周辺機器が好調でありました。紙・パルプ関連では、バイオマス燃料濃縮設備等の売上が増加しましたが、薬

品・食品関連では、医薬充填装置やパッケージング用機器・装置の納入が少なかったため、売上は減少いたしました。その

結果、売上高は、5,371百万円増の65,149百万円（前年同期比9.0％増）となり、営業利益は122百万円増の2,405百万円（同

5.4％増）となりました。 

材料関係事業 

売上高は、77百万円増の2,235百万円（前年同期比3.6％増）、営業利益は６百万円増の20百万円（同44.7％増）となりま

した。 

その他の事業 

売上高は、60百万円減の340百万円（前年同期比15.0％減）、営業利益も20百万円減の58百万円（同26.5％減）となりま

した。 

②所在地別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

日本 

エネルギー開発・ガス石油精製・化学関係での海洋掘削リグの搭載機器等の需要、半導体実装装置関連での中国・韓国を

中心としたアジア向けのＩＴおよびデジタル機器の需要や自動車部品メーカー向けの車載関連機器の需要、プラスチックス

関係での小型射出成形機および周辺機器、紙・パルプ関連でのバイオマス燃料濃縮設備等が好調であったため、売上高は

6,052百万円増の60,185百万円（前年同期比11.2％増）となり、営業利益は362百万円増の2,236百万円（同19.4％増）とな

りました。 

アジア 

東南アジア地域での電子・情報通信関連業界およびプラスチックス関係の需要が総じて低調で、売上高は2,111百万円減

の3,541百万円（前年同期比37.4％減）、営業利益は274百万円減の90百万円（同75.3％減）となりました。 

その他 

アメリカでの自動車関連機器および東欧での射出成形機関連の販売が好調であったことから、売上高は1,447百万円増の

3,998百万円（前年同期比56.7％増）、営業利益は66百万円増の206百万円（同47.7％増）となりました。 



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間におけるキャッシュ・フローは716百万円の増加となり、当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物は

8,492百万円となりました。 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間において、営業活動によるキャッシュ・フローは197百万円の増加（前年同期比1,722百万円減）となり

ました。これは主に、売上債権・前渡金・たな卸資産の増加による支出や法人税等の支払いがあった一方で、税金等調整前中

間純利益のほか、仕入債務や前受金の増加による収入があったことによるものであります。 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間において、投資活動によるキャッシュ・フローは235百万円の減少（前年同期比29百万円増）となりまし

た。これは主に、固定資産の取得によるものであります。 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間において、財務活動によるキャッシュ・フローは717百万円の増加（前年同期比2,547百万円増）となり

ました。これは主に、配当金の支払いがあったものの、借入金が増加したことによるものであります。 

  

  

２ 【受注、販売及び仕入の状況】 

(1) 受注状況 

当中間連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

注 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

注 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％) 

機械関係事業 66,549 △4.7 62,436 29.1 

材料関係事業 2,203 9.3 801 △26.8 

その他の事業 401 2.9 913 71.9 

合計 69,154 △4.2 64,151 28.4 

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％) 

機械関係事業 65,149 9.0 

材料関係事業 2,235 3.6 

その他の事業 340 △15.0 

合計 67,725 8.6 



(3) 仕入実績 

当中間連結会計期間における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

注 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および新たに生

じた課題はありません。 

なお、当社は財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針は定めておりません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

特記事項はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループは、各種機械・器具等の販売等を行っておりますが、一部商品につきましては、子会社が開発、設計

および製造を行っております。㈱DJTECHは半導体装置・画像応用装置等を、第一実業ビスウィル㈱は外観検査装置

を、それぞれ開発、設計、製造しております。 

当中間連結会計期間における当社グループの研究開発費の総額は60百万円であります。 

事業の種類別セグメントの研究開発活動を示すと次のとおりであります。 

① 機械関係事業 

半導体装置・画像応用装置等においては、フル３Ｄ検査機BPC－330SEの改良を積極的に進め、測定精度を大

幅に向上させました。今後は引き続き精度面の向上を図りながら、原価の低減、ＣＥマークの取得およびＬサ

イズ基板対応機の開発にも注力してまいります。また、ハンドラ関係では、マイナス50度の測定環境実現を狙

った低温ハンドラSTH-100の試作機を完成し、今後は市場のニーズを取り入れた一般仕様機の開発を目指してお

ります。さらに、ＳＩＰ基板向けプリコートはんだ外観検査装置の製品化、ナノレベル測定装置の開発を目指

した産学官共同開発プロジェクトに参画し、半導体・ＬＣＤ製造計測系システムへの応用を検討しているとこ

ろであります。 

外観検査装置においては、主力商品である錠剤外観検査装置(TVIS－EX2、TVIS－Asteria)、チップ電子部品

外観検査装置(CCVIS－A3)の性能および利便性向上のための改良を積極的に進め、新検査アルゴリズムとシミュ

レーション機能を搭載した高精度タイプの錠剤外観検査装置(TVIS－EX3)を開発し、６月のインターフェックス

ジャパンに出展いたしました。また、次期新商品開発に向けた要素技術(センシング技術、画像処理技術等)の

開発にも注力しております。 

② 材料関係事業 

該当事項はありません。 

③ その他の事業 

該当事項はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 仕入高(百万円) 前年同期比(％) 

機械関係事業 58,595 13.0 

材料関係事業 2,093 4.6 

その他の事業 271 △15.6 

合計 60,960 12.6 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

  

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

  

注 １ 上記には、消費税等は含みません。 

２ 賃貸用資産は第三者への賃貸（リース）のための資産であり、主として半導体実装組付装置、成形機および同関連機器で

あります。 

３ 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありませ

ん。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

特記事項はありません。 

  

会社名 
事業所 
(所在地) 

セグメントの
名称 

設備の内容 
購入予定額
(百万円) 

資金調達の方法 期間 増加後能力

提出会社 
本社 

(東京都千代田区) 
その他の事業 賃貸用資産 

300 自己資金 平成19年10月～平成20年３月 13.9%増 

400 〃 平成20年４月～平成20年９月 18.5%増 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 160,000,000 

計 160,000,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月20日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 57,432,000 57,432,000
東京証券取引所
(市場第一部) 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

計 57,432,000 57,432,000 ― ― 



(2) 【新株予約権等の状況】 

当社は、平成13年改正旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき、新株予約権を発行しておりま

す。 
  

注 １ 新株予約権１個当たりの目的となる株式数1,000株。 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式により、１株

当たりの払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

  

   また、新株予約権発行後時価を下回る価額での新株の発行(新株予約権行使の場合を除く)を行う場合は、次の算式によ

り１株当たりの払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

  
 

株主総会の特別決議日(平成14年６月27日) 

  
中間会計期間末現在
(平成19年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日) 

新株予約権の数 243個 注１ 233個 注１ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 左記に同じ 

新株予約権の目的となる株式の数 243,000株 233,000株 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり153円 注２ 左記に同じ 

新株予約権の行使期間 
平成15年７月１日～ 

平成22年６月30日 
左記に同じ 

新株予約権の行使により株式を発行する 

場合の株式の発行価格及び資本組入額 

  １株の発行価格： 金153円 

  １株の資本組入額：金77円 
左記に同じ 

新株予約権の行使の条件 

１ 新株予約権の割当てを受け
た者(以下、「新株予約権者」
という。)は、新株予約権の行
使時において当社の取締役、
監査役、従業員の地位にある
ことを要す。ただし、当社の
取締役、監査役を任期満了に
より退任した場合、定年退職
その他正当な理由のある場合
はこの限りではない。 

２ 新株予約権の譲渡、質入そ
の他の処分は認めない。 

３ 新株予約権者が業務上で死
亡した場合は、相続人がこれ
を行使できるものとする。 

４ その他の権利行使条件につ
いては、当社と新株予約権者
との間で締結する「新株予約
権割当契約」に定めるところ
による。 

左記に同じ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 新株予約権を譲渡するには、

取締役会の承認を要す。 
左記に同じ 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項 

― ― 

調整後払込金額＝調整前払込金額× 
１ 

分割・併合の比率

  
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額 

調整後払込金額＝調整前払込金額× 
新株式発行前の時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 

    



  
(3) 【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

  

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

  

(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

注 タワー投資顧問株式会社から平成17年１月13日付で提出された大量保有報告書により、平成16年12月31日現在で以下の株式を

所有している旨の報告を受けておりますが、当社として当中間会計期間末時点における所有株式数の確認ができませんので、

上記大株主の状況には含めておりません。なお、大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 

(百万円) 

平成19年９月30日 ― 57,432,000 ― 5,105 ― 3,786 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

バンク オブ ニューヨーク ジーシ

ーエム クライアント アカウント 

ジェイピーアールデイ アイエスジー

エフイー－エイシー 
(常任代理人 ㈱三菱東京ＵＦＪ
銀行) 

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET 
LONDON EC4A 2-BB UNITED KINGDOM 
(東京都千代田区丸の内２丁目７番１号) 

3,236 5.63

㈱みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内１丁目３番３号 2,618 4.56 

㈱三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 2,615 4.55 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 2,615 4.55 

日本興亜損害保険㈱ 東京都千代田区霞が関３丁目７番３号 2,535 4.41 

日本トラスティ・サービス信託
銀行㈱（信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 2,215 3.86 

㈱りそな銀行 大阪市中央区備後町２丁目２番１号 1,691 2.94 

三菱重工業㈱ 東京都港区港南２丁目16番５号 1,455 2.53 

日本マスタートラスト信託銀行
㈱（信託口） 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 1,447 2.52

明治安田生命保険(相) 東京都千代田区丸の内２丁目１番１号 966 1.68 

計 ― 21,393 37.25 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

タワー投資顧問㈱ 東京都港区芝大門１丁目12番16号 3,655 6.36



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

注 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式521株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

  

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

注 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 

594,000 
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

55,835,000 
55,835 同上

単元未満株式 
普通株式 

1,003,000 
― 同上

発行済株式総数 57,432,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 55,835 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 

(株) 

他人名義
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
第一実業株式会社 

東京都千代田区二番町 
11番19号 

594,000 ― 594,000 1.03

計 ― 594,000 ― 594,000 1.03 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 586 612 638 685 636 583 

最低(円) 533 541 592 594 503 526 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第24号。以下

「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務諸表規則に基づき、当中

間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しておりま

す。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以下「中間財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中間会計

期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

(3) 当社の中間連結財務諸表および中間財務諸表に掲記される科目、その他の事項の金額については、従来、千円単位（千円未満

四捨五入）で記載しておりましたが、当中間連結会計期間および当中間会計期間より百万円単位（百万円未満切捨て）で記載す

ることに変更いたしました。なお、比較を容易にするため、前中間連結会計期間、前中間会計期間、前連結会計年度および前事

業年度についても百万円単位に組替え表示しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)および前中間会計期間(平成18年４月１

日から平成18年９月30日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当中間連結会計期間(平成19年４月１日

から平成19年９月30日まで)および当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は金融商品取引法第

193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ中間連結財務諸表ならびに中間財務諸表について、監査法人トーマツによ

り中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

    前中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)                    

Ⅰ 流動資産                    

１ 現金及び預金     6,001     8,762     8,026  

２ 受取手形及び売掛金 
※４ 
※６ 

  43,561     45,476     42,740  

３ たな卸資産     3,658     4,334     2,635  

４ 前渡金     5,258     12,253     7,530  

５ 繰延税金資産     477     537     529  

６ その他     2,617     1,447     1,313  

  貸倒引当金     △29     △27     △24  

流動資産合計     61,544 84.1   72,784 86.8   62,750 84.5

Ⅱ 固定資産                    

１ 有形固定資産                    

(1) 建物   1,255     1,367     1,321    

(2) 機械装置及び運搬
具   224   425 348   

(3) 什器備品   445     501     478    

(4) 土地   642     642     642    

(5) ＥＳＣＯ事業資産 ※２ ―     132     132    

(6) リース資産   2,258     ―     2,260    

(7) 賃貸用資産   ―     2,157     ―    

(8) 建設仮勘定   4     ―     ―    

減価償却累計額   △2,901 1,930 2.6 △3,067 2,159 2.6 △3,108 2,075 2.8

２ 無形固定資産                    

(1) のれん   368     263     316    

(2) その他   31 400 0.6 40 304 0.3 29 345 0.5

３ 投資その他の資産                    

(1) 投資有価証券 ※１ 8,371     7,681     8,177    

(2) 長期貸付金   74     62     78    

(3) 繰延税金資産   108     65     85    

(4) その他   978     1,028     991    

  貸倒引当金   △227 9,305 12.7 △228 8,610 10.3 △237 9,095 12.2

固定資産合計     11,636 15.9   11,073 13.2   11,516 15.5

 資産合計     73,180 100.0   83,857 100.0   74,267 100.0

           



  

  

    前中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)                    

Ⅰ 流動負債                    

１ 支払手形及び買掛金 ※６   35,674     36,192     33,019  

２ 短期借入金 ※５   6,104     5,335     3,793  

３ 未払法人税等     891     960     1,013  

４ 前受金     3,827     13,237     8,518  

５ 賞与引当金     616     646     640  

６ 役員賞与引当金     31     45     81  

７ その他     663     861     681  

流動負債合計     47,810 65.3   57,280 68.3   47,748 64.3

Ⅱ 固定負債                    

１ 長期借入金     831     681     756  

２ 退職給付引当金     157     158     159  

３ 役員退職引当金     213     139     234  

４ 繰延税金負債     1,309     1,063     1,215  

５ その他     0     3     1  

固定負債合計     2,513 3.5   2,048 2.4   2,367 3.2

 負債合計     50,323 68.8   59,328 70.7   50,115 67.5

(純資産の部)                    

Ⅰ 株主資本                    

１ 資本金     5,105 7.0   5,105 6.1   5,105 6.9

２ 資本剰余金     3,792 5.2   3,792 4.5   3,792 5.1

３ 利益剰余金     11,464 15.6   13,425 16.0   12,752 17.2

４ 自己株式     △133 △0.2   △156 △0.2   △139 △0.2

株主資本合計     20,227 27.6   22,166 26.4   21,510 29.0

Ⅱ 評価・換算差額等                    

１ その他有価証券評
価差額金     2,449 3.3   2,006 2.4   2,335 3.2

２ 繰延ヘッジ損益     0 0.0   5 0.0   14 0.0

３ 為替換算調整勘定     △29 △0.0   52 0.1   19 0.0

評価・換算差額等
合計     2,420 3.3   2,064 2.5   2,369 3.2

Ⅲ 少数株主持分     208 0.3   297 0.4   271 0.3

 純資産合計     22,857 31.2   24,529 29.3   24,151 32.5

  負債純資産合計     73,180 100.0   83,857 100.0   74,267 100.0

           



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     62,337 100.0   67,725 100.0   123,336 100.0

Ⅱ 売上原価     53,851 86.4   59,280 87.5   106,282 86.2

売上総利益     8,486 13.6   8,445 12.5   17,053 13.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費                    

１ 役員報酬及び給料   2,239     2,168     4,515    

２ 賞与   73     41     816    

３ 賞与引当金繰入額   589     541     609    

４ 役員賞与引当金繰入額   31     45     81    

５ 役員退職引当金繰入額   20     43     41    

６ 退職給付費用   112     118     232    

７ 福利厚生費   529     466     1,034    

８ 旅費交通費   535     513     1,073    

９ 通信費   138     144     283    

10 賃借料   511     540     1,043    

11 交際費   154     157     312    

12 事業税及び事業所税額   30     32     60    

13 減価償却費   48     52     91    

14 のれん償却額   52     52     105    

15 自動車費   147     142     291    

16 その他   893 6,110 9.8 901 5,962 8.8 1,812 12,405 10.0

営業利益     2,375 3.8   2,483 3.7   4,647 3.8

Ⅳ 営業外収益                    

１ 受取利息   29     31     61    

２ 受取配当金   53     100     95    

３ 仕入割引   118     156     221    

４ その他   19 221 0.4 20 308 0.4 66 445 0.4

Ⅴ 営業外費用                    

１ 支払利息   58     56     105    

２ 為替差損   27     51     62    

３ 諸手数料   29     30     55    

４ コミットメント費用   10     12     17    

５ 手形売却費用   ―     25     17    

６ その他   31 157 0.3 19 197 0.3 36 294 0.3

経常利益     2,439 3.9   2,595 3.8   4,798 3.9



  

  
  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅵ 特別利益                    

１ 固定資産売却益 ※１ 3     4     4    

２ 関係会社株式売却益   18     ―     18    

３ 国庫補助金   ―     ―     64    

４ その他   ― 21 0.0 3 8 0.0 0 87 0.1

Ⅶ 特別損失                    

１ 固定資産売却損 ※２ 0     2     0    

２ 固定資産除却損 ※３ 4     1     7    

３ 固定資産圧縮損   ―     ―     64    

４ 和解金 ※４ 14     ―     14    

５ 商品在庫処分損   11     ―     11    

６ 支店事務所移転費用   8     ―     8    

７ 役員退職慰労金   ―     32     ―    

８ 貸倒引当金繰入額   0     0     4    

９ その他   ― 38 0.1 ― 36 0.0 26 136 0.1

税金等調整前中間(当
期)純利益     2,422 3.8 2,566 3.8   4,748 3.9

法人税、住民税及び事
業税   986     1,027 2,054   

法人税等調整額   8 994 1.6 91 1,118 1.7 △46 2,008 1.7

少数株主利益     28 0.0 27 0.0   53 0.0

中間(当期)純利益     1,398 2.2   1,420 2.1   2,687 2.2

              



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

注 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 5,105 3,791 10,384 △123 19,157 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当（注）     △625   △625 

 役員賞与（注）     △63   △63 

 中間純利益     1,398   1,398 

 自己株式の取得       △13 △13 

 自己株式の処分   0   3 3 

 連結子会社増加に伴う増加高     364   364 

 連結除外に伴う増加高     5   5 

 株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額(純額)         ― 

中間連結会計期間中の変動額合計

(百万円) ― 0 1,080 △10 1,070 

平成18年９月30日残高(百万円) 5,105 3,792 11,464 △133 20,227 

  

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ
損益 

為替換算
調整勘定 

平成18年３月31日残高(百万円) 2,821 ― △68 4 21,915 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当（注）         △625 

 役員賞与（注）         △63 

 中間純利益         1,398 

 自己株式の取得         △13 

 自己株式の処分         3 

 連結子会社増加に伴う増加高         364 

 連結除外に伴う増加高         5 

 株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額(純額) △372 0 38 204 △128 

中間連結会計期間中の変動額合計
(百万円) △372 0 38 204 942 

平成18年９月30日残高(百万円) 2,449 0 △29 208 22,857 



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

  

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日残高(百万円) 5,105 3,792 12,752 △139 21,510 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当     △739   △739 

 中間純利益     1,420   1,420 

 自己株式の取得       △18 △18 

 自己株式の処分   0   1 1 

 連結子会社増加に伴う減少高     △8   △8 

 株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額(純額)         ― 

中間連結会計期間中の変動額合計

(百万円) ― 0 673 △16 656 

平成19年９月30日残高(百万円) 5,105 3,792 13,425 △156 22,166 

  

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ
損益 

為替換算
調整勘定 

平成19年３月31日残高(百万円) 2,335 14 19 271 24,151 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当         △739 

 中間純利益         1,420 

 自己株式の取得         △18 

 自己株式の処分         1 

 連結子会社増加に伴う減少高         △8 

 株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額(純額) △329 △8 32 26 △278 

中間連結会計期間中の変動額合計
(百万円) △329 △8 32 26 378 

平成19年９月30日残高(百万円) 2,006 5 52 297 24,529 



前連結会計年度の要約連結株主資本等変動計算書(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  

注 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 5,105 3,791 10,384 △123 19,157 

連結会計年度中の変動額           

 剰余金の配当（注）     △625   △625 

 役員賞与（注）     △63   △63 

 当期純利益     2,687   2,687 

 自己株式の取得       △23 △23 

 自己株式の処分   0   7 8 

 連結子会社増加に伴う増加高     364   364 

 連結除外に伴う増加高     5   5 

 株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額(純額)         ― 

連結会計年度中の変動額合計

(百万円) ― 0 2,368 △15 2,353 

平成19年３月31日残高(百万円) 5,105 3,792 12,752 △139 21,510 

  

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ
損益 

為替換算
調整勘定 

平成18年３月31日残高(百万円) 2,821 ― △68 4 21,915 

連結会計年度中の変動額           

 剰余金の配当（注）         △625 

 役員賞与（注）         △63 

 当期純利益         2,687 

 自己株式の取得         △23 

 自己株式の処分         8 

 連結子会社増加に伴う増加高         364 

 連結除外に伴う増加高         5 

 株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額(純額) 
△486 14 88 266 △117 

連結会計年度中の変動額合計

(百万円) 
△486 14 88 266 2,236 

平成19年３月31日残高(百万円) 2,335 14 19 271 24,151 



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

   
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー        

１．税金等調整前中間(当期)純利益   2,422 2,566 4,748

２．減価償却費   176 182 366

３．のれん償却額   52 52 105

４．貸倒引当金の増加額   4 9 9

５．賞与引当金及び役員賞与引当金の

増加額また減少額(△) 
  42 △29 114

６．役員退職引当金及び退職給付引当
金の増加額または減少額(△)  22 △94 45

７．受取利息及び受取配当金   △82 △131 △156

８．支払利息   58 56 105

９．為替差益   △24 △12 △52

10．投資有価証券売却益または関係会
社株式売却益  △18 ― △18

11．固定資産売却益   △3 △1 △3

12．固定資産除却損   4 1 7

13．固定資産圧縮損   ― ― 64

14．国庫補助金   ― ― △64

15．売上債権の増加額  △2,436 △2,783 △1,565

16．前渡金の増加額   △2,397 △4,646 △4,660

17．たな卸資産の減少額または増加額
(△)  △374 △1,705 673

18．その他流動資産の減少額または
増加額(△)  △1,160 △140 214

19．仕入債務の増加額  5,518 3,183 2,725

20．前受金の増加額   1,352 4,624 6,036

21．その他流動負債の増加額   130 144 160

22．リース資産の取得による支出   △159 ― △199

23．賃貸用資産の取得による支出   ― △58 ―

24．役員賞与の支払額   △63 ― △63

25．その他   23 △36 32

 小計   3,086 1,183 8,624

26．利息及び配当金の受取額   82 134 153

27．利息の支払額   △26 △40 △115

28．法人税等の支払額   △1,221 △1,079 △2,170

営業活動によるキャッシュ・フロー  1,920 197 6,492



  

  

   
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー        

１．定期預金の預入による支出   △103 △9 △233

２．国庫補助金による収入   ― ― 64

３．有形固定資産の取得による支出   △92 △153 △385

４．有形固定資産の売却による収入   7 9 16

５．無形固定資産の取得による支出   △4 △13 △5

６．連結範囲の変更を伴う子会社株式

の売却 
  △12 ― △12

７．投資有価証券の取得による支出   △60 △84 △85

８．投資有価証券の売却による収入   ― ― 0

９．貸付けによる支出   △10 △10 △40

10．貸付金の回収による収入   13 16 25

11．会員権の売却による収入   ― 11 ―

投資活動によるキャッシュ・フロー  △264 △235 △655

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー        

１．短期借入金純増減額   △1,122 1,547 △3,444

２．長期借入金の返済による支出   △74 △74 △149

３．自己株式の取得による支出   △15 △18 △24

４．自己株式の売却による収入   3 1 8

５．配当金の支払額   △622 △737 △624

財務活動によるキャッシュ・フロー  △1,830 717 △4,235

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   43 36 129

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額または
減少額(△)  △130 716 1,731

Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高   5,542 7,759 5,542

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物
増加高  485 16 485

Ⅷ 現金及び現金同等物中間期末(期末)
残高 ※１ 5,897 8,492 7,759



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
  

  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 連結の範囲に関す
る事項 

(イ) 連結子会社の数 ９社 
主要な連結子会社の名
称 
㈱第一メカテック 
第一実業テクノロジ㈱ 
第一実業ビスウィル㈱ 
DAIICHI JITSUGYO 

(AMERICA), INC.
上海一実貿易有限公司 
DAIICHI JITSUGYO 

ASIA PTE. LTD.
DAIICHI JITSUGYO 
(THAILAND) CO., LTD.
DAI-ICHI JITSUGYO 
(MALAYSIA) SDN. BHD.
DAIICHI JITSUGYO 
(PHILIPPINES), INC.

  
前連結会計年度におい

て連結子会社であった㈱
ヤグチテクノは、平成18
年５月に持株の一部を売
却したことにより、子会
社に該当しなくなったた
め、連結の範囲から除外
しております。 
また、下記の４社は重

要性が増したため、当中
間連結会計期間より新た
に連結の範囲に含めてお
ります。 

DAIICHI JITSUGYO 
ASIA PTE. LTD.

DAIICHI JITSUGYO 
(THAILAND) CO., LTD.
DAI-ICHI JITSUGYO 
(MALAYSIA) SDN. BHD.
DAIICHI JITSUGYO 
(PHILIPPINES), INC. 

  

(イ) 連結子会社の数 10社
主要な連結子会社の名
称 
㈱第一メカテック 
㈱DJTECH 
第一実業ビスウィル㈱ 
DAIICHI JITSUGYO 

(AMERICA), INC.
上海一実貿易有限公司 
第一実業(香港)有限公
司 
DAIICHI JITSUGYO 

ASIA PTE. LTD.
DAIICHI JITSUGYO 
(THAILAND) CO., LTD.
DAI-ICHI JITSUGYO 
(MALAYSIA) SDN. BHD.
DAIICHI JITSUGYO 
(PHILIPPINES), INC.

  
第一実業(香港)有限公司

は重要性が増したため、当
中間連結会計期間より新た
に連結の範囲に含めたもの
であります。 
なお、㈱DJTECHは平成19

年４月１日に第一実業テク
ノロジ㈱から商号を変更し
たものであります。 

(イ) 連結子会社の数 ９社 
主要な連結子会社の名
称 
「第１ 企業の概況
４ 関係会社の状況」
に記載しているため、
省略しております。 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
前連結会計年度におい

て連結子会社であった㈱
ヤグチテクノは、平成18
年５月に持株の一部を売
却したことにより、子会
社に該当しなくなったた
め、連結の範囲から除外
しております。 
また、下記の４社は重

要性が増したため、当連
結会計年度より新たに連
結の範囲に含めておりま
す。 

DAIICHI JITSUGYO 
ASIA PTE. LTD.

DAIICHI JITSUGYO 
(THAILAND) CO., LTD.
DAI-ICHI JITSUGYO 
(MALAYSIA) SDN. BHD.
DAIICHI JITSUGYO 
(PHILIPPINES), INC. 

  (ロ) 主要な非連結子会社の
名称等 
㈱フロー・ダイナミッ
クス 
ディー・ジェー・ケー
興産㈱ 
第一エンジニアリング
㈱ 
一實股份有限公司 
第一実業(香港)有限公
司 
第一実業(広州)貿易有
限公司 

(ロ) 主要な非連結子会社の
名称等 
㈱フロー・ダイナミッ
クス 
ディー・ジェー・ケー
興産㈱ 
第一エンジニアリング
㈱ 
一實股份有限公司 
第一実業(広州)貿易有
限公司 

(ロ) 主要な非連結子会社の
名称等 
㈱フロー・ダイナミッ
クス 
ディー・ジェー・ケー
興産㈱ 
第一エンジニアリング
㈱ 
一實股份有限公司 
第一実業(香港)有限公
司 
第一実業(広州)貿易有
限公司 

 



  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  (連結の範囲から除いた
理由) 
非連結子会社は、いず

れも小規模会社であり、
各社の総資産、売上高、
中間純損益および利益剰
余金等の各合計はいずれ
も中間連結財務諸表に重
要な影響を及ぼしており
ませんので連結の範囲に
含めておりません。 
  

(連結の範囲から除いた
理由) 
左記に同じ 
  

(連結の範囲から除いた
理由) 
非連結子会社は、いず

れも小規模会社であり、
各社の総資産、売上高、
当期純損益および利益剰
余金等の各合計はいずれ
も連結財務諸表に重要な
影響を及ぼしておりませ
んので連結の範囲に含め
ておりません。 
  

２ 持分法の適用に関
する事項 

持分法を適用しない非連結
子会社及び関連会社のうち
主要な会社等の名称等 
非連結子会社 
㈱フロー・ダイナミッ
クス 
ディー・ジェー・ケー
興産㈱ 
第一エンジニアリング
㈱ 
一實股份有限公司 
第一実業(香港)有限公
司 
第一実業(広州)貿易有
限公司 
  

 

持分法を適用しない非連結
子会社及び関連会社のうち
主要な会社等の名称等 
非連結子会社 
㈱フロー・ダイナミッ
クス 
ディー・ジェー・ケー
興産㈱ 
第一エンジニアリング
㈱ 
一實股份有限公司 
第一実業(広州)貿易有
限公司 
  

 

持分法を適用しない非連結
子会社及び関連会社のうち
主要な会社等の名称等 
非連結子会社 
㈱フロー・ダイナミッ
クス 
ディー・ジェー・ケー
興産㈱ 
第一エンジニアリング
㈱ 
一實股份有限公司 
第一実業(香港)有限公
司 
第一実業(広州)貿易有
限公司 

 

  関連会社 
第一スルザー㈱ 
  

  
（持分法を適用しない理
由) 

 持分法非適用会社は、
いずれも小規模会社であ
り、中間純利益および利
益剰余金等に重要な影響
を及ぼしておりませんの
で持分法を適用しており
ません。 
  

関連会社
第一スルザー㈱ 
  

  
（持分法を適用しない理
由) 

 左記に同じ 
  

関連会社 
第一スルザー㈱ 

 
  
(持分法を適用しない理
由) 

 持分法非適用会社は、
いずれも小規模会社であ
り、当期純利益および利
益剰余金等に重要な影響
を及ぼしておりませんの
で持分法を適用しており
ません。 
  

３ 連結子会社の中間
決算日(決算日)等
に関する事項 

中間決算日が中間連結決算
日と異なる場合の内容等 
 上海一実貿易有限公司
の中間決算日は６月30日
であります。中間連結財
務諸表を作成するにあた
っては、同日現在の中間
財務諸表を使用し、中間
連結決算日との間に生じ
た重要な取引について
は、連結上必要な調整を
行っております。 
  

左記に同じ 決算日が連結決算日と異な
る場合の内容等 
 上海一実貿易有限公司
の決算日は12月31日であ
ります。連結財務諸表を
作成するにあたっては、
同日現在の財務諸表を使
用し、連結決算日との間
に生じた重要な取引につ
いては、連結上必要な調
整を行っております。 



  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

４ 会計処理基準に関
する事項 

      

(1) 重要な資産の評
価基準及び評価
方法 

① 有価証券 
a 満期保有目的の債券 
 償却原価法を採用し
ております。 

b その他有価証券 
 時価のあるもの 

 中間連結決算日の
市場価格等に基づく
時価法(評価差額は
全部純資産直入法に
より処理し、売却原
価は移動平均法によ
り算定)を採用して
おります。 

 時価のないもの 
 移動平均法による
原価法を採用してお
ります。 
  

① 有価証券 
a 満期保有目的の債券 

左記に同じ 
  
b その他有価証券 
 時価のあるもの 

 左記に同じ 
  
  
  
  
  
  
  

 時価のないもの 
 左記に同じ 

① 有価証券 
a 満期保有目的の債券 

左記に同じ 
  
b その他有価証券 
 時価のあるもの 

 連結決算日の市場
価格等に基づく時価
法(評価差額は全部
純資産直入法により
処理し、売却原価は
移動平均法により算
定)を採用しており
ます。 

 時価のないもの 
 左記に同じ 

  ② デリバティブ取引 
  時価法を採用してお
ります。 

② デリバティブ取引 
 左記に同じ 

② デリバティブ取引 
 左記に同じ 

  ③ たな卸資産 
a 商品 

主として先入先出法
による原価法を採用し
ております。 

  
b 製品、仕掛品および原
材料 
主として個別法によ

る原価法を採用してお
ります。 

  

③ たな卸資産 
a 商品 

左記に同じ 
  
  

  
b 製品、仕掛品および原
材料 
左記に同じ 

③ たな卸資産 
 主として先入先出法
による原価法を採用し
ております。 

(2) 重要な減価償却
資産の減価償却
の方法 

有形固定資産 
  
 当社および国内連結子会
社は、主として定率法を採
用し、在外連結子会社は主
として定額法を採用してお
ります。また、リース資産
については、リース期間を
償却年数とし、リース期間
満了時の処分見積価額を残
存価額とする定額法を採用
しております。 
 なお、主な耐用年数は以
下のとおりであります。 

建物 ２～50年
機械装置及び 
運搬具 

２～17年

什器備品 ２～20年

有形固定資産 
  
① 建物、機械装置及び運

搬具ならびに什器備品 
 当社および国内連結
子会社は、主として定
率法を採用し、在外連
結子会社は主として定
額法を採用しておりま
す。 
 なお、主な耐用年数
は以下のとおりであり
ます。 

建物 ２～50年
機械装置及
び運搬具 

２～17年

什器備品 ２～20年

有形固定資産 
  

 当社および国内連結子会
社は、主として定率法を採
用し、在外連結子会社は主
として定額法を採用してお
ります。ＥＳＣＯ事業資産
は、顧客との契約期間（15
年）に基づく定額法を採用
しております。また、リー
ス資産については、リース
期間を償却年数とし、リー
ス期間満了時の処分見積価
額を残存価額とする定額法
を採用しております。 
 なお、主な耐用年数は以
下のとおりであります。 

建物 ２～50年
機械装置及び 
運搬具 

２～17年

什器備品 ２～20年



  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

    (会計処理の変更) 

 当社および国内連結

子会社は、法人税法の

改正((所得税法等の一

部を改正する法律 平

成19年３月30日 法律

第６号)および(法人税

法施行令の一部を改正

する政令 平成19年３

月30日 政令第83号))

に伴い、当中間連結会

計期間より、平成19年

４月１日以降に取得し

たもの(当社の建物(附

属設備を除く)を除く)

については、改正後の

法人税法に基づく減価

償却の方法に変更して

おります。 

 これによる損益に与

える影響は軽微であり

ます。 
  

(追加情報) 

 当社および国内連結

子会社は、法人税法の

改正に伴い、平成19年

３月31日以前に取得し

た資産については、改

正前の法人税法に基づ

く減価償却方法の適用

により取得価額の５％

に到達した連結会計年

度の翌連結会計年度よ

り、取得価額の５％相

当額と備忘価額との差

額を５年間にわたり均

等償却し、減価償却費

に含めて計上しており

ます。 
 これによる損益に与
える影響は軽微であり
ます。 

  
② ＥＳＣＯ事業資産 

 顧客との契約期間
（15年）に基づく定額
法を採用しておりま
す。 

  
③ 賃貸用資産 

 リース期間を償却年
数とし、リース期間満
了時の処分見積価額を
残存価額とする定額法
を採用しております。 

  

  



  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(3) 重要な引当金の
計上基準 

① 貸倒引当金 
 売上債権、貸付金等の
貸倒損失に備えるため、
一般債権については貸倒
実績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権につい
ては個別に回収可能性を
検討し、回収不能見込額
を計上しております。 
  

① 貸倒引当金 
左記に同じ 

① 貸倒引当金 
左記に同じ 

  ② 賞与引当金 
 従業員および使用人兼
務役員に支給する賞与の
支出に充てるため、支給
見込額に基づき計上して
おります。 
  

② 賞与引当金 
左記に同じ 

② 賞与引当金 
左記に同じ 

  ③ 役員賞与引当金 
 取締役に支給する賞与
の支出に充てるため、当
連結会計年度末における
支給見込額に基づき当中
間連結会計期間の負担す
べき額を計上しておりま
す。 

③ 役員賞与引当金 
 左記に同じ 

③ 役員賞与引当金 
 取締役に支給する賞与
の支出に充てるため、当
連結会計年度末における
支給見込額に基づき計上
しております。 

  ④ 退職給付引当金 
 従業員の退職給付に備
えるため、当連結会計年
度末における退職給付債
務および年金資産の見込
額に基づき、当中間連結
会計期間末において発生
していると認められる額
を計上しております。 
 過去勤務債務は、発生
しておりません。 
 数理計算上の差異は、
各連結会計年度の発生時
の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数
(14年)による定額法によ
り按分した額をそれぞれ
発生の翌連結会計年度よ
り費用処理しておりま
す。 
  

④ 退職給付引当金 
左記に同じ 

④ 退職給付引当金 
 従業員の退職給付に備
えるため、当連結会計年
度末における退職給付債
務および年金資産の見込
額に基づき、当連結会計
年度末において発生して
いると認められる額を計
上しております。 
 過去勤務債務は、発生
しておりません。 
 数理計算上の差異は、
各連結会計年度の発生時
の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数
(14年)による定額法によ
り按分した額をそれぞれ
発生の翌連結会計年度よ
り費用処理しておりま
す。 

  ⑤ 役員退職引当金 
 役員の退任時の退職慰
労金の支出に備えるた
め、退職慰労金のうち内
規に基づき算定された普
通退職金を限度額とした
当中間連結会計期間末に
おける要支給額を計上し
ております。 
  

⑤ 役員退職引当金 
役員の退任時の退職慰

労金の支出に備えるた
め、退職慰労金のうち内
規に基づき算定された当
中間連結会計期間末にお
ける要支給額を計上して
おります。 

⑤ 役員退職引当金 
役員の退任時の退職慰

労金の支出に備えたもの
で、退職慰労金のうち内
規に基づき算定された普
通退職金を限度額とした
当連結会計年度末におけ
る要支給額を計上してお
ります。 



  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(4) 重要な外貨建の
資産又は負債の
本邦通貨への換
算の基準 

 外貨建債権債務は、中間
連結決算日の直物為替相場
により円貨に換算し、換算
差額は損益として処理して
おります。 
 なお、在外連結子会社等
の資産および負債は、中間
連結決算日の直物為替相場
により円貨に換算し、収益
および費用は期中平均相場
により円貨に換算し、換算
差額は純資産の部における
為替換算調整勘定および少
数株主持分に含めて計上し
ております。 
  

左記に同じ  外貨建債権債務は、連結
決算日の直物為替相場によ
り円貨に換算し、換算差額
は損益として処理しており
ます。 
 なお、在外連結子会社等
の資産および負債は、連結
決算日の直物為替相場によ
り円貨に換算し、収益およ
び費用は期中平均相場によ
り円貨に換算し、換算差額
は純資産の部における為替
換算調整勘定に含めて計上
しております。 

(5) 収益及び費用の
計上基準 

 請負に係る収益の計上
は、工事完成基準を採用し
ておりますが、請負金額が
50億円以上で、かつ工期が
２年以上の工事について
は、工事進行基準を採用し
ております。 
  

左記に同じ 左記に同じ 

(6) 重要なリース取
引の処理方法 

 当社および国内連結子会
社は、リース物件の所有権
が借主に移転すると認めら
れるもの以外のファイナン
ス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係
る方法に準じた会計処理を
行っており、在外連結子会
社については、主として通
常の売買取引に準じた会計
処理を行っております。 
  

左記に同じ 左記に同じ 

(7) 重要なヘッジ会
計の方法 

① ヘッジ会計の方法 
繰延ヘッジ処理によっ

ております。為替予約が
付されている外貨建債権
債務等で振当処理の要件
を満たしているものにつ
いては、振当処理を行っ
ており、特例処理の要件
を満たしている金利スワ
ップについては、特例処
理を行っております。 
  

① ヘッジ会計の方法
左記に同じ 

① ヘッジ会計の方法 
左記に同じ 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対
象 

ア ヘッジ手段 
為替予約 

ヘッジ対象 
外貨建債権債務
および外貨建予
定取引 

イ ヘッジ手段 
金利スワップ 

ヘッジ対象 
変動金利による
借入金 
  

② ヘッジ手段とヘッジ対
象 
左記に同じ 

② ヘッジ手段とヘッジ対
象 
左記に同じ 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  ③ ヘッジ方針 
 ヘッジ対象に係る為替
変動リスクおよび金利変
動リスクを回避し、キャ
ッシュ・フローを固定化
することを目的として、
社内規程に基づき一定の
範囲内でリスクをヘッジ
しております。 
  

③ ヘッジ方針
左記に同じ 

③ ヘッジ方針 
左記に同じ 

  ④ ヘッジ有効性評価の方
法 
ヘッジ対象のキャッシ

ュ・フロー変動の累計と
ヘッジ手段のキャッシ
ュ・フロー変動の累計を
半期ごとに比較し、両者
の変動額等を基礎にし
て、ヘッジ有効性を評価
しております。 
 ただし、振当処理によ
っている為替予約および
特例処理によっている金
利スワップについては、
有効性の評価を省略する
こととしております。 
  

④ ヘッジ有効性評価の方
法 
左記に同じ 

④ ヘッジ有効性評価の方
法 
左記に同じ 

(8) その他中間連結
財務諸表(連結
財務諸表)作成
のための重要な
事項 

  

① 消費税等の会計処理 
  税抜方式を採用してお
ります。 

① 消費税等の会計処理 
左記に同じ 

① 消費税等の会計処理 
左記に同じ 

５ 中間連結キャッシ
ュ・フロー計算書
( 連 結 キ ャ ッ シ
ュ・フ ロ ー 計 算
書)における資金
の範囲 

 中間連結キャッシュ・フ
ロー計算書における資金
(現金及び現金同等物)は、
手許現金、随時引き出し可
能な預金および容易に換金
可能であり、かつ、価値の
変動について僅少なリスク
しか負わない取得日から３
ヶ月以内に償還期限の到来
する短期投資からなってお
ります。 

  

左記に同じ  連結キャッシュ・フロー
計算書における資金(現金
及び現金同等物)は、手許
現金、随時引き出し可能な
預金および容易に換金可能
であり、かつ、価値の変動
について僅少なリスクしか
負わない取得日から３ヶ月
以内に償還期限の到来する
短期投資からなっておりま
す。 



会計処理の変更 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

当中間連結会計期間より「貸借

対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」(企業会計基準第５

号 平成17年12月９日)および

「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日)を適用してお

ります。 

従来の資本の部に相当する金額

は、22,647百万円です。 

なお、中間連結財務諸表規則の

改正により、当中間連結会計期間

における中間連結貸借対照表の純

資産の部については、改正後の中

間連結財務諸表規則により作成し

ております。 

  

――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

当連結会計年度より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」(企業会計基準委員会

平成17年12月９日 企業会計基準

第５号)および「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」(企業会計基準委

員会 平成17年12月９日 企業会

計基準適用指針第８号)を適用し

ております。 

従来の資本の部に相当する金額

は、23,865百万円です。 

（役員賞与に関する会計基準） 

当中間連結会計期間より「役員

賞与に関する会計基準」(企業会

計基準第４号 平成17年11月29

日)を適用しております。これに

より、営業利益、経常利益および

税金等調整前中間純利益がそれぞ

れ31百万円減少しております。 

  

――――― （役員賞与に関する会計基準） 

当連結会計年度より、「役員賞

与に関する会計基準」(企業会計

基準委員会 平成17年11月29日

企業会計基準第４号)を適用して

おります。これにより、営業利

益、経常利益、税金等調整前当期

純利益および当期純利益がそれぞ

れ81百万円減少しております。 

  



  
表示方法の変更 

  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

（中間連結貸借対照表） 

連結調整勘定は、当中間連結会計期間からのれん

として表示しております。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（中間連結損益計算書） 

連結調整勘定償却額は、当中間連結会計期間から

のれん償却額として表示しております。 

  

営業外費用の為替差損は、営業外費用の総額の百

分の十を超えたため、当中間連結会計期間より区分

掲記しております。 

なお、前中間連結会計期間の営業外費用のその他

には、為替差損が７百万円含まれております。 

  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

連結調整勘定償却額は、当中間連結会計期間から

のれん償却額として表示しております。 

  

（中間連結貸借対照表） 

有形固定資産の「賃貸用資産」は、従来の「リー

ス資産」から勘定科目の名称を変更したものであり

ます。 

当社グループは、リース(レンタル含む)契約によ

り顧客に賃貸している物件を従来は有形固定資産の

「リース資産」に計上しておりましたが、平成20年

４月１日に開始する連結会計年度から「リース取引

に関する会計基準」(平成19年３月30日 企業会計基

準委員会 企業会計基準第13号)および「リース取引

に関する会計基準の適用指針」(平成19年３月30日

企業会計基準適用指針第16号)の適用を予定してお

り、同会計基準適用後には当社グループがファイナ

ンス・リース契約により貸借して使用する物件を有

形固定資産に「リース資産」として計上する予定で

あります。このため、当社グループにおける賃貸物

件と賃借物件とを明瞭に表示するため、当中間連結

会計期間から中間連結貸借対照表における貸手とし

ての賃貸物件を表示する勘定科目の名称を変更した

ものであります。 

  

（中間連結損益計算書） 

営業外費用の「手形売却費用」は、営業外費用の

総額の百分の十を超えたため、当中間連結会計期間

より区分掲記しております。 

なお、前中間連結会計期間の営業外費用の「その

他」には、手形売却費用が13百万円含まれておりま

す。 

  

  

  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

「賃貸用資産の取得による支出」は、従来「リー

ス資産の取得による支出」として表示しておりまし

たが、当中間連結会計期間における中間連結貸借対

照表の表示変更に伴い、中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書における表示を変更しております。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

※１ 取引保証金等の代用として投

資有価証券13百万円が差入れ

られております。 

※１ 取引保証金等の代用として投

資有価証券13百万円が差入れ

られております。 

※１ 取引保証金等の代用として投

資有価証券13百万円が差入れ

られております。 

――――― ※２ ＥＳＣＯ事業資産 

   ＥＳＣＯ事業資産は、当社が
行うＥＳＣＯ事業（コジェネ
レーション事業）用の資産
で、その内訳は次のとおりで
あります。 
建物 5百万円

機械装置 127百万円

※２ ＥＳＣＯ事業資産 

   ＥＳＣＯ事業資産は、当社が
行うＥＳＣＯ事業（コジェネ
レーション事業）用の資産
で、その内訳は次のとおりで
あります。 

   ＥＳＣＯ事業資産について

は、当連結会計年度において

国庫補助金による圧縮記帳を

行い、取得価額から64百万円

を直接控除しております。 

建物 5百万円

機械装置 127百万円

 ３ 保証債務 

   関係会社の銀行借入に対し

て、次のとおり債務保証を行

っております。 

HARIMATECH MALAYSIA SDN.  

BHD. 他1社    21百万円

〔RM345千他〕

 ３ 保証債務 

   関係会社の銀行借入に対し

て、次のとおり債務保証を行

っております。 

HARIMATECH MALAYSIA SDN.  

BHD. 他1社    20百万円

〔RM300千他〕

 ３ 保証債務 

   関係会社の銀行借入に対し

て、次のとおり債務保証を行

っております。 

杭州播磨電材技術有限公司

他１社      24百万円

〔RMB810千他〕

※４ 手形割引高及び裏書譲渡高 

受取手形割引高 56百万円

※４ 手形割引高及び裏書譲渡高 

受取手形割引高 11百万円

※４ 手形割引高及び裏書譲渡高 

受取手形割引高 33百万円

※５ 貸出コミットメント契約 

当社は、運転資金の機動的

かつ安定的な調達を行うため、

取引銀行５行と貸出コミットメ

ント契約を締結しております。 

当中間連結会計期間末にお

ける借入金未実行残高等は次の

とおりであります。 
貸出コミット
メントの総額 

13,000百万円

借入実行残高 5,500百万円

差引額 7,500百万円

※５ 貸出コミットメント契約 

当社は、運転資金の機動的

かつ安定的な調達を行うため、

取引銀行５行と貸出コミットメ

ント契約を締結しております。 

当中間連結会計期間末にお

ける借入金未実行残高等は次の

とおりであります。 
貸出コミット
メントの総額

13,000百万円

借入実行残高 4,500百万円

差引額 8,500百万円

※５ 貸出コミットメント契約 

当社は、運転資金の機動的

かつ安定的な調達を行うため、

取引銀行５行と貸出コミットメ

ント契約を締結しております。 

当連結会計年度末における

借入金未実行残高等は次のとお

りであります。 
貸出コミット
メントの総額 

13,000百万円

借入実行残高 3,000百万円

差引額 10,000百万円

※６ 中間連結会計期間末日満期手

形 

中間連結会計期間末日満期

手形の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理して

おります。なお、当中間連結会

計期間末日が金融機関の休日で

あったため、次の中間連結会計

期間末日満期手形が、中間連結

会計期間末残高に含まれており

ます。 
受取手形 495百万円

支払手形 1,760百万円

※６ 中間連結会計期間末日満期手

形 

中間連結会計期間末日満期

手形の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理して

おります。なお、当中間連結会

計期間末日が金融機関の休日で

あったため、次の中間連結会計

期間末日満期手形が、中間連結

会計期間末残高に含まれており

ます。 
受取手形 482百万円

支払手形 43百万円

※６ 連結会計年度末日満期手形 

  

連結会計年度末日満期手形

の会計処理については、手形交

換日をもって決済処理しており

ます。なお、当連結会計年度末

日が金融機関の休日であったた

め、連結会計年度末日満期手形

が次のとおり連結会計年度末残

高に含まれております。 

  
受取手形 536百万円

支払手形 1,577百万円



(中間連結損益計算書関係) 

  

  
  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 固定資産売却益の内容は、次

のとおりであります。 

※１ 固定資産売却益の内容は、次

のとおりであります。 

※１ 固定資産売却益の内容は、次

のとおりであります。 

建物 0百万円

機械装置及び 

運搬具  
0百万円

土地 2百万円

機械装置及び

運搬具  
2百万円

什器備品 1百万円

建物 0百万円

機械装置及び 

運搬具  
1百万円

土地 2百万円

※２ 固定資産売却損の内容は、次

のとおりであります。 

※２ 固定資産売却損の内容は、次

のとおりであります。 

※２ 固定資産売却損の内容は、次

のとおりであります。 

  
什器備品 0百万円 建物 0百万円

什器備品 2百万円
  

什器備品 0百万円

※３ 固定資産除却損の内容は、次

のとおりであります。 

※３ 固定資産除却損の内容は、次

のとおりであります。 

※３ 固定資産除却損の内容は、次

のとおりであります。 

建物 3百万円

什器備品 0百万円

建物 1百万円

什器備品 0百万円

建物 6百万円

機械装置及び 

運搬具  
0百万円

什器備品 0百万円

※４ 和解金は、販売した機械に関

して、得意先から損失の補償を

求められ支払ったものでありま

す。 

――――― ※４ 和解金は、販売した機械に関

して、得意先から損失の補償を

求められ支払ったものでありま

す。 



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  

  

２ 自己株式に関する事項 

  

（変動事由の概要） 

  

  

３ 新株予約権等に関する事項 

  

該当事項はありません。 
  
  

４ 配当に関する事項 

  

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの 

  
該当事項はありません。 

  

株式の種類 

前連結会計年度末 

株式数 

（株） 

当中間連結会計期間 

増加株式数 

（株） 

当中間連結会計期間 

減少株式数 

（株） 

当中間連結会計 

期間末株式数 

（株） 

普通株式 57,432,000 ― ― 57,432,000 

株式の種類 

前連結会計年度末 

株式数 

（株） 

当中間連結会計期間 

増加株式数 

（株） 

当中間連結会計期間 

減少株式数 

（株） 

当中間連結会計 

期間末株式数 

（株） 

普通株式 586,201 23,145 21,600 587,746 

増加株式数の主な内訳は、次のとおりであります。   

  単元未満株式の買取りによる増加 23,145株 

    

減少株式数の主な内訳は、次のとおりであります。   

  単元未満株式の買増しによる減少 1,600株 

  ストック・オプション権利行使による減少 20,000株 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 625 11.00 平成18年３月31日 平成18年６月29日 



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  

  

２ 自己株式に関する事項 

  

（変動事由の概要） 

  

  

３ 新株予約権等に関する事項 

  

該当事項はありません。 
  
  

４ 配当に関する事項 

  

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの 

  
  

株式の種類 

前連結会計年度末 

株式数 

（株） 

当中間連結会計期間 

増加株式数 

（株） 

当中間連結会計期間 

減少株式数 

（株） 

当中間連結会計 

期間末株式数 

（株） 

普通株式 57,432,000 ― ― 57,432,000 

株式の種類 

前連結会計年度末 

株式数 

（株） 

当中間連結会計期間 

増加株式数 

（株） 

当中間連結会計期間 

減少株式数 

（株） 

当中間連結会計 

期間末株式数 

（株） 

普通株式 575,271 29,250 10,000 594,521 

増加株式数の主な内訳は、次のとおりであります。   

  単元未満株式の買取りによる増加 29,250株 

    

減少株式数の主な内訳は、次のとおりであります。   

  ストック・オプション権利行使による減少 10,000株 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 739 13.00 平成19年３月31日 平成19年６月28日 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年11月８日 
取締役会 

普通株式 369 利益剰余金 6.50 平成19年９月30日 平成19年12月10日



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  

  

２ 自己株式に関する事項 

  

（変動事由の概要） 

  

  

３ 新株予約権等に関する事項 

  

該当事項はありません。 
  
  

４ 配当に関する事項 

  

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  
  

株式の種類 

前連結会計年度末 

株式数 

（株） 

当連結会計年度 

増加株式数 

（株） 

当連結会計年度 

減少株式数 

（株） 

当連結会計年度末 

株式数 

（株） 

普通株式 57,432,000 ― ― 57,432,000 

株式の種類 

前連結会計年度末 

株式数 

（株） 

当連結会計年度 

増加株式数 

（株） 

当連結会計年度 

減少株式数 

（株） 

当連結会計年度末 

株式数 

（株） 

普通株式 586,201 40,670 51,600 575,271 

増加株式数の主な内訳は、次のとおりであります。   

  単元未満株式の買取りによる増加 40,670株 

    

減少株式数の主な内訳は、次のとおりであります。   

  単元未満株式の買増しによる減少 1,600株 

  ストック・オプション権利行使による減少 50,000株 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 625 11.00 平成18年３月31日 平成18年６月29日 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 739 利益剰余金 13.00 平成19年３月31日 平成19年６月28日



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前へ   次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

  

  

現金及び預金勘定 6,001百万円

預入期間が3ヶ月
を超える定期預金 

△103百万円

現金及び現金同等
物 

5,897百万円

  

  

  

現金及び預金勘定 8,762百万円

預入期間が3ヶ月
を超える定期預金 

△270百万円

現金及び現金同等
物 

8,492百万円

  

  

現金及び預金勘定 8,026百万円

預入期間が3ヶ月
を超える定期預金 

△266百万円

現金及び現金同等
物 

7,759百万円



 (リース取引関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

  

(借主側) 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

  

(借主側) 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

  

(借主側) 

  
什器備品 
(百万円) 

その他 
(百万円) 

合計 
(百万円)

取得価額相

当額 165 151 316

減価償却累

計額相当額 86 49 135

中間期末残

高相当額 78 102 181

  
什器備品

(百万円)

その他

(百万円)

合計

(百万円)

取得価額相

当額 200 154 354

減価償却累

計額相当額 124 73 198

中間期末残

高相当額 75 80 156

  
什器備品 
(百万円) 

その他 
(百万円) 

合計 
(百万円)

取得価額相

当額 189 150 340 

減価償却累

計額相当額
102 62 165 

期末残高相

当額 86 87 174 

未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 70百万円

１年超 111百万円

計 181百万円

未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 68百万円

１年超 89百万円

計 157百万円

未経過リース料期末残高相当額 

  

１年以内 73百万円

１年超 102百万円

計 176百万円

支払リース料 35百万円

減価償却費相当額 34百万円

支払利息相当額 0百万円

支払リース料 41百万円

減価償却費相当額 40百万円

支払利息相当額 0百万円

支払リース料 75百万円

減価償却費相当額 75百万円

支払利息相当額 1百万円

 なお、減価償却費相当額の算

定方法は、リース期間を耐用年

数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

 また、利息相当額の算定方法

は、リース料総額とリース物件

の取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分方

法については、利息法によって

おります。 

  

 なお、減価償却費相当額の算

定方法は、リース期間を耐用年

数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

 また、利息相当額の算定方法

は、リース料総額とリース物件

の取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分方

法については、利息法によって

おります。 

  

 なお、減価償却費相当額の算

定方法は、リース期間を耐用年

数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

 また、利息相当額の算定方法

は、リース料総額とリース物件

の取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分方

法については、利息法によって

おります。 

  



  

  

前へ   次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(貸主側) 

リース資産 

(貸主側) 

賃貸用資産 

(貸主側) 

リース資産 

  
機械装置 
(百万円) 

什器備品 
(百万円) 

その他 
(百万円) 

合計

(百万円)

取得価額 1,993 68 17 2,080

減価償却 
累計額 1,670 64 15 1,750

中間期末 
残高 323 4 2 329

  
機械装置

(百万円)

什器備品

(百万円)

その他

(百万円)

合計

(百万円)

取得価額 1,881 41 52 1,975

減価償却 
累計額 1,583 41 20 1,646

中間期末 
残高 297 0 31 329

  
機械装置

(百万円)

什器備品 
(百万円) 

その他 
(百万円) 

合計 
(百万円)

取得価額 1,973 53 52 2,078

減価償却
累計額 1,689 51 17 1,757

期末残高 284 1 35 321

未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 163百万円

１年超 214百万円

計 378百万円

未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 166百万円

１年超 178百万円

計 345百万円

未経過リース料期末残高相当額 

  

１年以内 172百万円

１年超 209百万円

計 382百万円

受取リース料 150百万円

減価償却費 107百万円

受取利息相当額 21百万円

受取リース料 119百万円

減価償却費 81百万円

受取利息相当額 14百万円

受取リース料 284百万円

減価償却費 185百万円

受取利息相当額 16百万円

 なお、利息相当額の算定方法

は、リース料総額からリース資

産の購入価額を控除した額を利

息相当額とし、各期への配分方

法は、利息法によっておりま

す。 

  

 なお、利息相当額の算定方法

は、リース料総額からリース資

産の購入価額を控除した額を利

息相当額とし、各期への配分方

法は、利息法によっておりま

す。 

  

 なお、利息相当額の算定方法

は、リース料総額からリース資

産の購入価額を控除した額を利

息相当額とし、各期への配分方

法は、利息法によっておりま

す。 

  

オペレーティング・リース取引 

  

(貸主側) 

未経過リース料 

１年以内 32百万円

１年超 28百万円

計 61百万円

オペレーティング・リース取引 

  

(貸主側) 

未経過リース料 

１年以内 12百万円

１年超 17百万円

計 30百万円

オペレーティング・リース取引 

  

(貸主側) 

未経過リース料 

１年以内 24百万円

１年超 23百万円

計 47百万円



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

区分 
中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

時価(百万円) 差額(百万円) 

(1) 満期保有目的の債券       

国債 13 13 0 

計 13 13 0 

区分 取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額(百万円) 

(2) その他有価証券       

株式 2,904 7,024 4,120 

計 2,904 7,024 4,120 

区分 中間連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券   

非上場株式 936 

計 936 

区分 
中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

時価(百万円) 差額(百万円) 

(1) 満期保有目的の債券       

国債 13 14 1 

計 13 14 1 

区分 取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額(百万円) 

(2) その他有価証券       

株式 2,905 6,279 3,374 

計 2,905 6,279 3,374 

区分 中間連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券   

非上場株式 936 

計 936 



前連結会計年度末(平成19年３月31日) 

１ 時価のある有価証券 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

該当事項はありません。 

なお、為替予約取引および金利スワップ取引を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますの

で、記載の対象から除いております。 

  

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

該当事項はありません。 

なお、為替予約取引および金利スワップ取引を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますの

で、記載の対象から除いております。 

  

前連結会計年度末(平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

なお、為替予約取引および金利スワップ取引を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますの

で、記載の対象から除いております。 

  

  

区分 
連結貸借対照表
計上額(百万円) 

時価(百万円) 差額(百万円) 

(1) 満期保有目的の債券       

国債 13 14 1 

計 13 14 1 

区分 取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額(百万円) 

(2) その他有価証券       

株式 2,904 6,833 3,928 

計 2,904 6,833 3,928 

区分 連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券   

非上場株式 936 

計 936 



(ストック・オプション等関係) 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

  

前へ  



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

  

  
機械関係事業
(百万円) 

材料関係事業
(百万円) 

その他の事業
(百万円) 

計(百万円)
消去又は 

全社(百万円) 
連結(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益             

  売上高             

(1) 外部顧客に対する
売上高 

59,778 2,157 401 62,337 (―) 62,337

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高 

― ― ― ― (―) ―

計 59,778 2,157 401 62,337 (―) 62,337 

営業費用 57,495 2,144 322 59,961 (―) 59,961 

営業利益 2,282 13 79 2,375 (―) 2,375 

  
機械関係事業
(百万円) 

材料関係事業
(百万円) 

その他の事業
(百万円) 

計(百万円)
消去又は 

全社(百万円) 
連結(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益             

  売上高             

(1) 外部顧客に対する
売上高 

65,149 2,235 340 67,725 (―) 67,725

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高 

― ― ― ― (―) ―

計 65,149 2,235 340 67,725 (―) 67,725 

営業費用 62,744 2,215 282 65,242 (―) 65,242 

営業利益 2,405 20 58 2,483 (―) 2,483 



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  

注 １ 事業区分の方法 

  当社および連結子会社は、国内および海外において各種機械・装置に関連する事業を行っております。事業区分の方法は、

商品の種類によって機械関係事業とこれに附帯する材料関係事業およびその他の事業とにセグメンテーションしております。

２ 事業区分の主要商品 

    機械関係事業   各種機械・器具・部品およびこれらの修理・保守・点検 

    材料関係事業   各種管材・管機材・金属材料・プラスチック原料、化学品 

    その他の事業   各種機器・不動産の賃貸、不動産の仲介、保険代理業、その他 

  

  
機械関係事業
(百万円) 

材料関係事業
(百万円) 

その他の事業
(百万円) 

計(百万円)
消去又は 

全社(百万円) 
連結(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益             

  売上高             

(1) 外部顧客に対する
売上高 

117,032 5,602 700 123,336 (―) 123,336

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高 

― ― ― ― (―) ―

計 117,032 5,602 700 123,336 (―) 123,336 

営業費用 112,621 5,527 539 118,688 (―) 118,688 

営業利益 4,411 75 161 4,647 (―) 4,647 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

注 １ 国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

   (1) アジア………………シンガポール、タイ、マレーシア、フィリピン、中国 

   (2) その他の地域………アメリカ、ヨーロッパ 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

注 １ 国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

   (1) アジア………………シンガポール、タイ、マレーシア、フィリピン、中国 

   (2) その他の地域………アメリカ合衆国、ヨーロッパ 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

  

  
日本 

(百万円) 
アジア
(百万円) 

その他の地域
(百万円) 

計(百万円)
消去又は 

全社(百万円) 
連結(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益             

  売上高             

(1) 外部顧客に対する
売上高 

54,132 5,653 2,551 62,337 (―) 62,337

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高 

2,400 550 679 3,630 (3,630) ―

計 56,533 6,203 3,231 65,968 (3,630) 62,337 

営業費用 54,659 5,838 3,091 63,589 (3,627) 59,961 

営業利益 1,873 365 139 2,379 (3) 2,375 

  
日本 

(百万円) 
アジア
(百万円) 

その他の地域
(百万円) 

計(百万円)
消去又は 

全社(百万円) 
連結(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益             

  売上高             

(1) 外部顧客に対する
売上高 

60,185 3,541 3,998 67,725 (―) 67,725

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高 

3,281 785 523 4,590 (4,590) ―

計 63,467 4,327 4,521 72,316 (4,590) 67,725 

営業費用 61,230 4,237 4,315 69,783 (4,540) 65,242 

営業利益 2,236 90 206 2,533 (50) 2,483 



前連結会計年度(自平成18年４月１日至平成19年３月31日) 

  

注 １ 国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

   (1) アジア………………シンガポール、タイ、マレーシア、フィリピン、中国 

   (2) その他の地域………アメリカ合衆国、ヨーロッパ 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

  
日本 

(百万円) 
アジア
(百万円) 

その他の地域
(百万円) 

計(百万円)
消去又は 

全社(百万円) 
連結(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益             

  売上高             

(1) 外部顧客に対する
売上高 

106,835 10,461 6,039 123,336 (―) 123,336

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高 

5,195 1,038 1,063 7,297 (7,297) ―

計 112,031 11,499 7,102 130,633 (7,297) 123,336 

営業費用 108,142 10,924 6,799 125,866 (7,178) 118,688 

営業利益 3,888 575 303 4,767 (119) 4,647 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

注 １ 海外売上高は、当社および連結子会社の日本以外の国または地域における売上高であります。 

２ 国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 

３ 各区分に属する主な国または地域 

   (1) アジア………………中国、韓国、タイ、シンガポール、フィリピン 

   (2) ヨーロッパ…………チェコ、スロバキア、ハンガリー、オランダ 

   (3) アメリカ……………アメリカ合衆国 

   (4) その他の地域………ブラジル、ナイジェリア 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

注 １ 海外売上高は、当社および連結子会社の日本以外の国または地域における売上高であります。 

２ 国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 

３ 各区分に属する主な国または地域 

   (1) アジア………………中国、韓国、タイ、フィリピン、マレーシア、シンガポール 

   (2) ヨーロッパ…………チェコ、スロバキア、イギリス、ポーランド、ハンガリー、ベルギー 

   (3) アメリカ……………アメリカ合衆国、メキシコ、カナダ 

   (4) その他の地域………ブラジル、アルジェリア 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

注 １ 海外売上高は、当社および連結子会社の日本以外の国または地域における売上高であります。 

２ 国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 

３ 各区分に属する主な国および地域 

   (1) アジア………………中国、韓国、タイ、インドネシア、フィリピン 

   (2) ヨーロッパ…………チェコ、ハンガリー、スロバキア、ベルギー 

   (3) アメリカ……………アメリカ合衆国、カナダ、プエルトリコ、メキシコ 

   (4) その他の地域………ブラジル、ナイジェリア、オーストラリア、南アフリカ 

  

  アジア ヨーロッパ アメリカ その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 17,739 1,845 2,446 787 22,819 

Ⅱ 連結売上高(百万円)         62,337 

Ⅲ 連結売上高に占める海外
売上高の割合(％) 

28.5 3.0 3.9 1.3 36.6

  アジア ヨーロッパ アメリカ その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 24,179 2,084 3,475 292 30,030 

Ⅱ 連結売上高(百万円)         67,725 

Ⅲ 連結売上高に占める海外
売上高の割合(％) 

35.7 3.1 5.1 0.4 44.3

  アジア ヨーロッパ アメリカ その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 34,047 3,156 5,124 1,263 43,592 

Ⅱ 連結売上高(百万円)         123,336 

Ⅲ 連結売上高に占める海外
売上高の割合(％) 

27.6 2.6 4.1 1.0 35.3



(１株当たり情報) 
  

  

注 算定上の基礎         

 １ １株当たり純資産額 

  

 ２ １株当たり中間（当期）純利益および潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益 

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

項目 
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 398円43銭 426円33銭 420円00銭 

１株当たり中間(当期)純利益 24円61銭 24円99銭 47円27銭 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益 
24円52銭 24円91銭 47円10銭 

項目 
前中間連結会計期間末
（平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日) 

中間連結貸借対照表(連結貸借対照表)
の純資産の部の合計額（百万円） 

22,857 24,529 24,151

普通株式に係る純資産額（百万円） 22,648 24,231 23,880

差額の主な内訳(百万円) 
少数株主持分 208 297 271

普通株式の発行済株式数 （株） 57,432,000 57,432,000 57,432,000 

普通株式の自己株式数  （株） 587,746 594,521 575,271 

１株当たり純資産の算定に 
用いられた普通株式の数 （株） 

56,844,254 56,837,479 56,856,729

項目 
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

中間連結損益計算書上の中間(当期)純
利益（百万円） 

1,398 1,420 2,687

普通株式に係る中間（当期）純利益
（百万円） 

1,398 1,420 2,687

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― ― 

普通株式の期中平均株式数（株） 56,846,344 56,848,988 56,846,199 

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)
純利益の算定に用いられた普通株式増
加数の主要な内訳（株） 

 

新株予約権 217,591 182,992 209,353 

普通株式増加数（株） 217,591 182,992 209,353 

希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後１株当たり中間(当期)純利益の
算定に含めなかった潜在株式の概要 

――――― ――――― ――――― 



(2) 【その他】 

 該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

    
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 金額(百万円) 

構成比

(％) 金額(百万円) 
構成比

(％) 金額(百万円) 
構成比

(％) 

(資産の部)
 

                   

Ⅰ 流動資産                    

１ 現金及び預金   3,628     6,071     5,728    

２ 受取手形 
※４ 
※７ 

4,987     5,594     6,472    

３ 売掛金   36,900     38,275     34,284    

４ 商品   1,704     1,773     854    

５ 前渡金   5,208     12,029     7,556    

６ その他 ※５ 3,387     2,134     1,919    

  貸倒引当金   △11     △2     △2    

流動資産合計     55,805 80.6   65,876 83.7   56,814 81.0

Ⅱ 固定資産                    

１ 有形固定資産                    

(1) ＥＳＣＯ事業資産 ※２ ―     132     132    

(2) リース資産   2,283     ―     2,285    

(3) 賃貸用資産   ―     2,182     ―    

(4) その他   2,144     2,187     2,180    

  減価償却累計額   △2,724     △2,702     △2,772    

   計   1,703     1,798     1,825    

２ 無形固定資産   11     11     11    

３ 投資その他の資産                    

(1) 投資有価証券 ※１ 7,969     7,224     7,778    

(2) その他   3,910     3,971     3,872    

  貸倒引当金   △188     △194     △202    

   計   11,691     11,002     11,449    

固定資産合計     13,407 19.4   12,812 16.3   13,287 19.0

 資産合計     69,212 100.0   78,688 100.0   70,101 100.0

                     



  

    
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 金額(百万円) 

構成比

(％) 金額(百万円) 
構成比

(％) 金額(百万円) 
構成比

(％) 

(負債の部)                    

Ⅰ 流動負債                    

１ 支払手形 ※７ 8,688     ―     7,179    

２ 買掛金   26,181     35,574     25,435    

３ 短期借入金 ※６ 6,069     5,069     3,569    

４ 未払法人税等   692     760     789    

５ 前受金   3,514     12,553     8,272    

６ 賞与引当金   465     478     478    

７ 役員賞与引当金   27     35     70    

８ その他   457     557     434    

流動負債合計     46,097 66.6   55,028 69.9   46,229 65.9

Ⅱ 固定負債                    

１ 長期借入金   831     681     756    

２ 退職給付引当金   95     74     85    

３ 役員退職引当金   202     119     221    

４ その他   1,308     1,063     1,215    

固定負債合計     2,438 3.5   1,937 2.5   2,278 3.3

 負債合計     48,535 70.1   56,966 72.4   48,507 69.2

(純資産の部)                    

Ⅰ 株主資本                    

１ 資本金     5,105 7.4   5,105 6.5   5,105 7.3

２ 資本剰余金                    

(1) 資本準備金   3,786     3,786     3,786    

(2) その他資本剰余金   6     6     6    

資本剰余金合計     3,792 5.5   3,792 4.8   3,792 5.4

３ 利益剰余金                    

(1) 利益準備金   970     970     970    

(2) その他利益剰余金                    

建物圧縮記帳積立金   41     40     40    

別途積立金   4,442     4,442     4,442    

繰越利益剰余金   4,011     5,518     5,035    

利益剰余金合計     9,466 13.6   10,971 13.9   10,488 15.0

４ 自己株式     △133 △0.2   △156 △0.2   △139 △0.2

株主資本合計     18,229 26.3   19,712 25.0   19,246 27.5

Ⅱ 評価・換算差額等                    

１ その他有価証券評価
差額金     2,446 3.6   2,003 2.6   2,332 3.3

２ 繰延ヘッジ損益     0 0.0   5 0.0   14 0.0

評価・換算差額等合計     2,446 3.6   2,009 2.6   2,347 3.3

 純資産合計     20,676 29.9   21,722 27.6   21,593 30.8

  負債純資産合計     69,212 100.0   78,688 100.0   70,101 100.0

                     



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比

(％) 
金額(百万円) 

百分比

(％) 
金額(百万円) 

百分比

(％) 

Ⅰ 売上高
 

    57,689 100.0   63,093 100.0   114,035 100.0

Ⅱ 売上原価 ※１   52,149 90.4   57,343 90.9   102,872 90.2

   売上総利益     5,539 9.6   5,749 9.1   11,162 9.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   3,877 6.7   3,868 6.1   7,774 6.8

   営業利益     1,662 2.9   1,881 3.0   3,388 3.0

Ⅳ 営業外収益                    

 １ 受取利息   27     30     57    

 ２ その他 ※２ 284 311 0.5 337 367 0.6 472 529 0.5

Ⅴ 営業外費用                    

 １ 支払利息   47     45     89    

 ２ その他 ※３ 60 108 0.2 73 118 0.2 106 196 0.2

   経常利益     1,865 3.2   2,130 3.4   3,721 3.3

Ⅵ 特別利益
 

                   

 １ 国庫補助金   ―     ―     64    

 ２ その他   2 2 0.0 3 3 0.0 2 66 0.0

Ⅶ 特別損失
 

                   

 １ 固定資産圧縮損   ―     ―     64    

 ２ その他   38 38 0.0 32 32 0.1 44 109 0.1

   税引前中間(当期)純

利益 
    1,829 3.2   2,101 3.3   3,679 3.2

   法人税、住民税及び

事業税 
  767     802     1,609    

   法人税等調整額   △16 750 1.3 77 879 1.4 △31 1,577 1.4

   中間(当期)純利益     1,079 1.9   1,221 1.9   2,101 1.8

                     



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

  

注 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 その他資本剰余金 

平成18年３月31日残高(百万円) 5,105 3,786 5 

中間会計期間中の変動額       

 剰余金の配当（注）       

 役員賞与（注）       

 建物圧縮記帳積立金の取崩       

 中間純利益       

 自己株式の取得       

 自己株式の処分     0 

 株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額(純額) 
      

中間会計期間中の変動額合計

(百万円) 
― ― 0 

平成18年９月30日残高(百万円) 5,105 3,786 6 

  

株主資本 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 

建物圧縮記帳

積立金 
別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 970 43 4,442 3,610 △123 17,840 

中間会計期間中の変動額             

 剰余金の配当（注）       △625   △625 

 役員賞与（注）       △55   △55 

 建物圧縮記帳積立金の取崩   △1   1   ― 

 中間純利益       1,079   1,079 

 自己株式の取得         △13 △13 

 自己株式の処分         3 3 

 株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額(純額) 
          ― 

中間会計期間中の変動額合計

(百万円) 
― △1 ― 401 △10 389 

平成18年９月30日残高(百万円) 970 41 4,442 4,011 △133 18,229 

  
評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価差額金 繰延ヘッジ損益 

平成18年３月31日残高(百万円) 2,818 ― 20,658 

中間会計期間中の変動額       

 剰余金の配当（注）     △625 

 役員賞与（注）     △55 

 建物圧縮記帳積立金の取崩     ― 

 中間純利益     1,079 

 自己株式の取得     △13 

 自己株式の処分     3 

 株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額(純額) 
△372 0 △371 

中間会計期間中の変動額合計

(百万円) 
△372 0 17 

平成18年９月30日残高(百万円) 2,446 0 20,676 



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

  

  

  

  

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 その他資本剰余金 

平成19年３月31日残高(百万円) 5,105 3,786 6 

中間会計期間中の変動額       

 剰余金の配当       

 中間純利益       

 自己株式の取得       

 自己株式の処分     0 

 株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額(純額) 
      

中間会計期間中の変動額合計

(百万円) 
― ― 0 

平成19年９月30日残高(百万円) 5,105 3,786 6 

  

株主資本 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 

建物圧縮記帳

積立金 
別途積立金 繰越利益剰余金

平成19年３月31日残高(百万円) 970 40 4,442 5,035 △139 19,246 

中間会計期間中の変動額             

 剰余金の配当       △739   △739 

 中間純利益       1,221   1,221 

 自己株式の取得         △18 △18 

 自己株式の処分         1 1 

 株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額(純額) 
          ― 

中間会計期間中の変動額合計

(百万円) 
― ― ― 482 △16 465 

平成19年９月30日残高(百万円) 970 40 4,442 5,518 △156 19,712 

  
評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価差額金 繰延ヘッジ損益 

平成19年３月31日残高(百万円) 2,332 14 21,593 

中間会計期間中の変動額       

 剰余金の配当     △739 

 中間純利益     1,221 

 自己株式の取得     △18 

 自己株式の処分     1 

 株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額(純額) 
△328 △8 △337 

中間会計期間中の変動額合計

(百万円) 
△328 △8 128 

平成19年９月30日残高(百万円) 2,003 5 21,722 



前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  

  

注 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 その他資本剰余金 

平成18年３月31日残高(百万円) 5,105 3,786 5 

事業年度中の変動額       

 剰余金の配当(注)       

 役員賞与(注)       

 建物圧縮記帳積立金の取崩(注)       

 建物圧縮記帳積立金の取崩       

 当期純利益       

 自己株式の取得       

 自己株式の処分     0 

 株主資本以外の項目の事業年度中
の変動額(純額) 

      

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― 0 

平成19年３月31日残高(百万円) 5,105 3,786 6 

  

株主資本 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 

建物圧縮記帳

積立金 
別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 970 43 4,442 3,610 △123 17,840 

事業年度中の変動額             

 剰余金の配当(注)       △625   △625 

 役員賞与(注)       △55   △55 

 建物圧縮記帳積立金の取崩(注)   △1   1   ― 

 建物圧縮記帳積立金の取崩   △1   1   ― 

 当期純利益       2,101   2,101 

 自己株式の取得         △23 △23 

 自己株式の処分         7 8 

 株主資本以外の項目の事業年度中
の変動額(純額) 

          ― 

事業年度中の変動額合計(百万円) ― △3 ― 1,425 △15 1,406 

平成19年３月31日残高(百万円) 970 40 4,442 5,035 △139 19,246 

  
評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価差額金 繰延ヘッジ損益 

平成18年３月31日残高(百万円) 2,818 ― 20,658 

事業年度中の変動額       

 剰余金の配当(注)     △625 

 役員賞与(注)     △55 

 建物圧縮記帳積立金の取崩(注)     ― 

 建物圧縮記帳積立金の取崩     ― 

 当期純利益     2,101 

 自己株式の取得     △23 

 自己株式の処分     8 

 株主資本以外の項目の事業年度中
の変動額(純額) 

△485 14 △471 

事業年度中の変動額合計(百万円) △485 14 934 

平成19年３月31日残高(百万円) 2,332 14 21,593 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
  

            

  
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

① 有価証券 

a 満期保有目的の債券 

 償却原価法を採用

しております。 

b 子会社株式及び関連

会社株式 

 移動平均法による

原価法を採用してお

ります。 

c その他有価証券 

 時価のあるもの 

 中間決算日の市

場価格等に基づく

時価法(評価差額

は、全部純資産直

入法により処理

し、売却原価は移

動平均法により算

定)を採用してお

ります。 

 時価のないもの 

 移動平均法によ

る原価法を採用し

ております。 

  

① 有価証券 

a 満期保有目的の債券 

 左記に同じ 

  

b 子会社株式及び関連

会社株式 

 左記に同じ 

  

  

c その他有価証券 

 時価のあるもの 

 左記に同じ 

  

  

  

  

  

  

  

  

 時価のないもの 

 左記に同じ 

① 有価証券 

a 満期保有目的の債券 

 左記に同じ 

  

b 子会社株式及び関連

会社株式 

 左記に同じ 

  

  

c その他有価証券 

 時価のあるもの 

 決算日の市場価

格等に基づく時価

法(評価差額は全

部純資産直入法に

より処理し、売却

原価は移動平均法

により算定)を採

用しております。 

  

 時価のないもの 

 左記に同じ 

  ② デリバティブ取引 

時価法を採用してお

ります。 

  

② デリバティブ取引 

左記に同じ 

② デリバティブ取引 

左記に同じ 

  ③ たな卸資産 
先入先出法による原

価法を採用しておりま
す。 
  

③ たな卸資産 

左記に同じ 

③ たな卸資産 

左記に同じ 



  

  
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

２ 固定資産の減価

償却の方法 

有形固定資産 

① 建物・車両運搬具・什

器備品は定率法を採用

しております。 

 なお、主な耐用年数

は以下のとおりであり

ます。 

建物   ３～50年 

車両運搬具  ６年 

什器備品 ２～20年 

有形固定資産 

① 建物・車両運搬具・什

器備品は定率法を採用

しております。 

 なお、主な耐用年数

は以下のとおりであり

ます。 

建物   ３～50年 

車両運搬具  ６年 

什器備品 ２～20年 

  

(会計処理の変更) 
 法人税法の改正((所
得税法等の一部を改正
する法律 平成19年３
月30日 法律第６号)お
よび(法人税法施行令の
一部を改正する政令
平成19年３月30日 政
令第83号))に伴い、当
中間会計期間より、平
成19年４月１日以降に
取得したもの(建物(附
属設備を除く)を除く)
については、改正後の
法人税法に基づく減価
償却の方法に変更して
おります。 
 これによる損益に与
える影響は軽微であり
ます。 
  

(追加情報) 
 法人税法の改正に伴
い、平成19年３月31日
以前に取得した資産に
ついては、改正前の法
人税法に基づく減価償
却方法の適用により取
得価額の５％に到達し
た事業年度の翌事業年
度 よ り、取 得 価 額 の
５％相当額と備忘価額
との差額を５年間にわ
たり均等償却し、減価
償却費に含めて計上し
ております。 
 これによる損益に与
える影響は軽微であり
ます。 
  

有形固定資産 

① 建物・車両運搬具・什

器備品は定率法を採用

しております。 

 なお、主な耐用年数

は以下のとおりであり

ます。 

建物   ３～50年 

車両運搬具  ６年 

什器備品 ２～20年 

  

  ――――― ② ＥＳＣＯ事業資産は顧

客との契約期間（15

年）に基づく定額法を

採用しております。 

  

②  左記に同じ 

  ③ リース資産はリース期

間を償却年数とし、リ

ース期間満了時の処分

見積価額を残存価額と

する定額法を採用して

おります。 
  

③ 賃貸用資産はリース期

間を償却年数とし、リ

ース期間満了時の処分

見積価額を残存価額と

する定額法を採用して

おります。 

③ リース資産はリース期

間を償却年数とし、リ

ース期間満了時の処分

見積価額を残存価額と

する定額法を採用して

おります。 

  



  

  
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

３ 引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等

の貸倒損失に備えるた

め、一般債権について

は貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に

回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上

しております。 
  

① 貸倒引当金 

左記に同じ 

① 貸倒引当金 

左記に同じ 

  ② 賞与引当金 

 従業員および使用人

兼務役員に支給する賞

与の支出に充てるた

め、支給見込額により

計上しております。 

  

② 賞与引当金 

左記に同じ 

② 賞与引当金 

左記に同じ 

  ③ 役員賞与引当金 

 取締役に支給する賞

与の支出に充てるた

め、当事業年度末にお

ける支給見込額に基づ

き当中間会計期間の負

担すべき額を計上して

おります。 

  

③ 役員賞与引当金 

左記に同じ 

③ 役員賞与引当金 

 取締役に支給する賞

与の支出に充てるた

め、当事業年度末にお

ける支給見込額に基づ

き計上しております。 

  ④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に

備えるため、当事業年

度末における退職給付

債務および年金資産の

見込額に基づき、当中

間会計期間末において

発生していると認めら

れる額を計上しており

ます。 

 過去勤務債務は、発

生しておりません。 

 数理計算上の差異

は、各期の発生時の従

業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数

(14年)による定額法に

より按分した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度

より費用処理しており

ます。 

  

④ 退職給付引当金 

左記に同じ 

④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に

備えるため、当事業年

度末における退職給付

債務および年金資産の

見込額に基づき、当事

業年度末において発生

していると認められる

額を計上しておりま

す。 

 過去勤務債務は、発

生しておりません。 

 数理計算上の差異

は、各事業年度の発生

時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の

年数(14年)による定額

法により按分した額を

それぞれ発生の翌事業

年度より費用処理して

おります。 

  ⑤ 役員退職引当金 

 役員の退任時の退職

慰労金の支払に備える

ため、退職慰労金のう

ち内規に基づき算定さ

れた普通退職金を限度

額とした当中間会計期

間末における要支給額

を計上しております。 

  

⑤ 役員退職引当金 

 役員の退任時の退職

慰労金の支払に備える

ため、退職慰労金のう

ち内規に基づき算定さ

れた当中間会計期間末

における要支給額を計

上しております。 

⑤ 役員退職引当金 

 役員の退任時の退職

慰労金の支出に備えた

もので、退職慰労金の

うち内規に基づき算定

された普通退職金を限

度額とした当事業年度

末における要支給額を

計上しております。 



    

          

  
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

４ 外貨建ての資産及

び負債の本邦通貨

への換算基準 

 外貨建債権債務は、中間

決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しており

ます。 

  

左記に同じ  外貨建債権債務は、決算

日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損

益として処理しておりま

す。 

５ 収益及び費用の計

上基準 

 請負に係る収益の計上

は、工事完成基準を採用し

ておりますが、請負金額が

50億円以上で、かつ工期が

２年以上の工事について

は、工事進行基準を採用し

ております。 

  

左記に同じ 左記に同じ 

６ リース取引の処理
方法 

 リース物件の所有権が借
主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・
リース取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によって
おります。 
  

左記に同じ 左記に同じ 

７ ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 
 繰延ヘッジ処理によ
っております。為替予
約が付されている外貨
建債権債務等で振当処
理の要件を満たしてい
るものについては、振
当処理を行っており、
特例処理の要件を満た
している金利スワップ
については、特例処理
を行っております。 
  

① ヘッジ会計の方法 
左記に同じ 

① ヘッジ会計の方法 
左記に同じ 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対
象 

ア ヘッジ手段 
為替予約 

ヘッジ対象 
外貨建債権債務お
よび外貨建予定取
引 

イ ヘッジ手段 
金利スワップ 

ヘッジ対象 
変動金利による借
入金 
  

② ヘッジ手段とヘッジ対
象 
左記に同じ 

② ヘッジ手段とヘッジ対
象 
左記に同じ 

  ③ ヘッジ方針 
 ヘッジ対象に係る為
替変動リスクおよび金
利変動リスクを回避
し、キャッシュ・フロ
ーを固定化することを
目的として、社内規程
に基づき一定の範囲内
でリスクをヘッジして
おります。 
  

③ ヘッジ方針 
左記に同じ 

③ ヘッジ方針 
左記に同じ 



  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  ④ ヘッジ有効性評価の方
法 
 ヘッジ対象のキャッ
シュ・フロー変動の累
計とヘッジ手段のキャ
ッシュ・フロー変動の
累計を半期ごとに比較
し、両者の変動額等を
基礎にして、ヘッジ有
効性を評価しておりま
す。 
 ただし、振当処理に
よっている為替予約お
よび特例処理によって
いる金利スワップにつ
いては、有効性の評価
を省略することとして
おります。 
  

④ ヘッジ有効性評価の方
法 
左記に同じ 

④ ヘッジ有効性評価の方
法 
左記に同じ 

８ その他中間財務諸

表（財務諸表）作

成のための基本と

なる重要な事項 

① 消費税等の会計処理

の方法 
消費税および地方

消 費 税 の 会 計 処 理
は、税抜方式によっ
ております。 
  

① 消費税等の会計処理

の方法 

左記に同じ 

① 消費税等の会計処理

の方法 

左記に同じ 



  
会計処理の変更 

  

              
 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

  当中間会計期間より「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会

計基準」(企業会計基準第５号 平

成17年12月９日)および「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」(企業会計基

準適用指針第８号 平成17年12月

９日)を適用しております。 

  従来の資本の部に相当する金額

は、20,676百万円です。 

  なお、中間財務諸表等規則の改

正により、当中間会計期間におけ

る中間貸借対照表の純資産の部に

ついては、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

  

――――― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

  当事業年度より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計

基準」(企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準第５

号)および「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適

用指針」(企業会計基準委員会 平

成17年12月９日 企業会計基準適

用指針第８号)を適用しておりま

す。 

  従来の資本の部に相当する金額

は、21,579百万円です。 

(役員賞与に関する会計基準) 

  当中間会計期間より「役員賞与

に関する会計基準」(企業会計基準

第４号 平成17年11月29日)を適用

しております。これにより、営業

利益、経常利益および税引前中間

純利益がそれぞれ27百万円減少し

ております。 

  

――――― (役員賞与に関する会計基準) 

  当事業年度より、「役員賞与に

関する会計基準」(企業会計基準委

員会 平成17年11月29日 企業会

計基準第４号)を適用しておりま

す。これにより、営業利益、経常

利益、税引前当期純利益および当

期純利益がそれぞれ70百万円減少

しております。 

  



  
表示方法の変更 

  

        
  

次へ 

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

――――― (中間貸借対照表) 

  有形固定資産の「賃貸用資産」は、従来の「リース

資産」から勘定科目の名称を変更したものでありま

す。 

  当社は、リース(レンタル含む)契約により顧客に賃

貸している物件を従来は有形固定資産の「リース資

産」に計上しておりましたが、平成20年４月１日に開

始する事業年度から「リース取引に関する会計基準」

(平成19年３月30日 企業会計基準委員会 企業会計

基準第13号)および「リース取引に関する会計基準の

適用指針」(平成19年３月30日 企業会計基準適用指

針第16号)の適用を予定しており、同会計基準適用後

には当社がファイナンス・リース契約により貸借して

使用する物件を有形固定資産に「リース資産」として

計上する予定であります。このため、当社における賃

貸物件と賃借物件とを明瞭に表示するため、当中間会

計期間から中間貸借対照表における貸手としての賃貸

物件を表示する勘定科目の名称を変更したものであり

ます。 

  



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 
  

項目 
前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成19年９月30日) 

前事業年度末 
(平成19年３月31日) 

※１ 担保資産 

取引保証金等

の代用として

の差入有価証

券 

  

  

13百万円 

  

  

  

  

13百万円 

  

  

  

  

13百万円 

  

  

※２ ＥＳＣＯ事業資

産 

――――  当社が行うＥＳＣＯ事業

（コジェネレーション事

業）用の資産で、その内訳

は次のとおりであります。 
  

  

  

建物 5百万円

機械装置 127百万円

 当社が行うＥＳＣＯ事業

（コジェネレーション事

業）用の資産で、その内訳

は次のとおりであります。 
  

  
 ＥＳＣＯ事業資産につい

ては、当事業年度において

国庫補助金による圧縮記帳

を行い、取得価額から64百

万円を直接控除しておりま

す。 

建物 5百万円

機械装置 127百万円

 ３ 偶発債務 

DAIICHI 

JITSUGYO 

(AMERICA), INC. 

  

  

  

  

HARIMATECH 

MALAYSIA SDN. 

BHD. 他１社 
  

  

銀行借入保証 

  

35百万円 

〔US$300千〕

仕入先債務保証 

18百万円 

〔US$158千〕

銀行借入保証 

21百万円 

〔RM345千他〕

  

銀行借入保証および仕入先

債務保証 

268百万円 

〔US$2,305千〕

 

  

  

銀行借入保証 

20百万円 

〔RM300千他〕

  

銀行借入保証および仕入先

債務保証 

251百万円 

〔US$2,114千〕

  

 

  

銀行借入保証 

24百万円 

       〔RM345千他〕

※４ 手形割引高及び

裏書譲渡高 

受取手形割引高 

56百万円 

受取手形割引高 

11百万円 

受取手形割引高 

33百万円 

※５ 消費税等の取扱

いについて 

「仮払消費税等」および

「仮受消費税等」は相殺の

うえ、流動資産の「その

他」に含めて表示しており

ます。 
  

左記に同じ ―――― 

※６ 貸出コミットメ

ント契約 
当社は、運転資金の機動

的かつ安定的な調達を行う

ため、取引銀行５行と貸出

コミットメント契約を締結

しております。 

当中間会計期間末におけ

る借入金未実行残高等は次

のとおりであります。 

  

貸出コミット
メントの総額 13,000百万円

借入実行残高 5,500百万円

差引額 7,500百万円

当社は、運転資金の機動

的かつ安定的な調達を行う

ため、取引銀行５行と貸出

コミットメント契約を締結

しております。 

当中間会計期間末におけ

る借入金未実行残高等は次

のとおりであります。 
貸出コミット
メントの総額 13,000百万円

借入実行残高 4,500百万円

差引額 8,500百万円

当社は、運転資金の機動

的かつ安定的な調達を行う

ため、取引銀行５行と貸出

コミットメント契約を締結

しております。 

当事業年度末における借

入金未実行残高等は次のと

おりであります。 
貸出コミット
メントの総額 13,000百万円

借入実行残高 3,000百万円

差引額 10,000百万円



  

  

  

  

  

  

(中間損益計算書関係) 
  

  
  

項目 
前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成19年９月30日) 

前事業年度末 
(平成19年３月31日) 

※７ 中間会計期間末

日(事業年度末

日)満期手形 

中間会計期間末日満期手

形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処

理しております。 

なお、当中間会計期間末

日が金融機関の休日であっ

たため、次の中間会計期間

末日満期手形が、中間会計

期間末残高に含まれており

ます。 

受取手形 478百万円

支払手形 1,743百万円

中間会計期間末日満期手

形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処

理しております。 

なお、当中間会計期間末

日が金融機関の休日であっ

たため、次の中間会計期間

末日満期手形が、中間会計

期間末残高に含まれており

ます。 

受取手形 467百万円

    

事業年度末日満期手形の

会計処理については、手形

交換日をもって決済処理し

ております。 

なお、当事業年度末日が

金融機関の休日であったた

め、事業年度末日満期手形

が次のとおり事業年度末残

高に含まれております。 

  

受取手形 519百万円

支払手形 1,539百万円

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 減価償却実施額    

有形固定資産 147百万円 137百万円 292百万円 

※２  営業外収益のそ
の他の主要項目 

 
    

 
  

受取配当金 122百万円 161百万円 162百万円 

仕入割引 118百万円 155百万円 219百万円 

受入手数料 11百万円 6百万円 20百万円 

為替差益 19百万円 2百万円 16百万円 

     
※３ 営業外費用のそ

の他の主要項目 
   

諸手数料 22百万円 22百万円 80百万円

コミットメン
ト費用 

10百万円 12百万円 17百万円

手形売却費用 ― 25百万円 ― 

     



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式に関する事項 

  

（変動事由の概要） 

  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

自己株式に関する事項 

  

（変動事由の概要） 

  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式に関する事項 

  

（変動事由の概要） 

  

次へ 

株式の種類 

前事業年度末 

株式数 

（株） 

当中間会計期間 

増加株式数 

（株） 

当中間会計期間 

減少株式数 

（株） 

当中間会計期間末 

株式数 

（株） 

普通株式 586,201 23,145 21,600 587,746 

増加株式数の主な内訳は、次のとおりであります。   

  単元未満株式の買取りによる増加 23,145株 

    

減少株式数の主な内訳は、次のとおりであります。   

  単元未満株式の買増しによる減少 1,600株 

  ストック・オプション権利行使による減少 20,000株 

株式の種類 

前事業年度末 

株式数 

（株） 

当中間会計期間 

増加株式数 

（株） 

当中間会計期間 

減少株式数 

（株） 

当中間会計期間末 

株式数 

（株） 

普通株式 575,271 29,250 10,000 594,521 

増加株式数の主な内訳は、次のとおりであります。   

  単元未満株式の買取りによる増加 29,250株 

    

減少株式数の主な内訳は、次のとおりであります。   

  ストック・オプション権利行使による減少 10,000株 

株式の種類 

前事業年度末 

株式数 

（株） 

当事業年度末 

増加株式数 

（株） 

当事業年度末 

減少株式数 

（株） 

当事業年度末 

株式数 

（株） 

普通株式 586,201 40,670 51,600 575,271 

増加株式数の主な内訳は、次のとおりであります。   

  単元未満株式の買取りによる増加 40,670株 

    

減少株式数の主な内訳は、次のとおりであります。   

  単元未満株式の買増しによる減少 1,600株 

  ストック・オプション権利行使による減少 50,000株 



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引 

(借主側) 
  什器備品 

(百万円) 
その他 

(百万円) 
合計 

(百万円)
取得価額相
当額 139 134 274 

減価償却累
計額相当額 76 39 115 

中間期末残
高相当額 63 95 158 

(借主側) 
  什器備品

(百万円)
その他
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額相
当額 163 134 297

減価償却累
計額相当額 106 63 169

中間期末残
高相当額 57 70 127

(借主側)
什器備品 
(百万円) 

その他 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

取得価額相
当額 149 131 281 

減価償却累
計額相当額 86 49 135 

期末残高相
当額 63 81 145 

未経過リース料中間期末残高相当額 

  １年以内   61百万円

  １年超   97百万円

計 159百万円

未経過リース料中間期末残高相当額 

  １年以内   57百万円

  １年超   70百万円

計 128百万円

未経過リース料期末残高相当額 

  １年以内   62百万円

  １年超   82百万円

計 145百万円

支払リース料 29百万円
減価償却費相
当額 

29百万円

支払利息相当
額 

0百万円

支払リース料 34百万円
減価償却費相
当額 

34百万円

支払利息相当
額 

0百万円

支払リース料 63百万円
減価償却費相
当額 

62百万円

支払利息相当
額 

0百万円

なお、減価償却費相当額の算定方
法は、リース期間を耐用年数とし、
残存価額を零とする定額法によって
おります。 
また、利息相当額の算定方法は、

リース料総額とリース物件の取得価
額相当額との差額を利息相当額と
し、各期への配分方法については、
利息法によっております。 

なお、減価償却費相当額の算定方
法は、リース期間を耐用年数とし、
残存価額を零とする定額法によって
おります。 
また、利息相当額の算定方法は、

リース料総額とリース物件の取得価
額相当額との差額を利息相当額と
し、各期への配分方法については、
利息法によっております。 

なお、減価償却費相当額の算定方
法は、リース期間を耐用年数とし、
残存価額を零とする定額法によって
おります。 
また、利息相当額の算定方法は、

リース料総額とリース物件の取得価
額相当額との差額を利息相当額と
し、各期への配分方法については、
利息法によっております。 

(貸主側) 
リース資産 

(貸主側) 
賃貸用資産 

(貸主側) 
リース資産 

  機械装置 
(百万円) 

什器備品 
(百万円) 

その他 
(百万円) 

合計
(百万円)

取得価額 2,018 68 17 2,105 
減価償却 
累計額 1,692 64 15 1,772
中間期末 
残高 326 4 2 332

  機械装置
(百万円)

什器備品
(百万円)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額 1,906 41 52 2,000 
減価償却 
累計額 1,608 41 20 1,670
中間期末 
残高 298 0 31 330

機械装置
(百万円)

什器備品 
(百万円) 

その他 
(百万円) 

合計 
(百万円)

取得価額 1,998 53 52 2,103 
減価償却
累計額 1,712 51 17 1,780

期末残高 286 1 35 323 

未経過リース料中間期末残高相当額 未経過リース料中間期末残高相当額 未経過リース料期末残高相当額 

  １年以内   163百万円

  １年超   214百万円

計 378百万円

  １年以内   166百万円

  １年超   178百万円

計 345百万円

  １年以内   172百万円

  １年超   209百万円

計 382百万円

受取リース料 150百万円

減価償却費 108百万円
受取利息相当
額 

21百万円

受取リース料 119百万円

減価償却費 83百万円
受取利息相当
額 

14百万円

受取リース料 284百万円

減価償却費 187百万円
受取利息相当
額 

16百万円

なお、利息相当額の算定方法は、
リース料総額からリース資産の購入
価額を控除した額を利息相当額と
し、各期への配分方法は、利息法に
よっております。 

なお、利息相当額の算定方法は、
リース料総額からリース資産の購入
価額を控除した額を利息相当額と
し、各期への配分方法は、利息法に
よっております。 

なお、利息相当額の算定方法は、
リース料総額からリース資産の購入
価額を控除した額を利息相当額と
し、各期への配分方法は、利息法に
よっております。 

オペレーティング・リース取引 
(貸主側) 
未経過リース料 

  １年以内   32百万円

  １年超   28百万円

計 61百万円

オペレーティング・リース取引 
(貸主側) 
未経過リース料 

  １年以内   12百万円

  １年超   17百万円

計 30百万円

オペレーティング・リース取引 
(貸主側) 
未経過リース料 

  １年以内   24百万円

  １年超   23百万円

計 47百万円



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成18年９月30日) 

子会社株式および関連会社株式で、時価のあるものはありません。 

  

当中間会計期間末(平成19年９月30日) 

子会社株式および関連会社株式で、時価のあるものはありません。 

  

前事業年度末(平成19年３月31日) 

子会社株式および関連会社株式で、時価のあるものはありません。 

  

  

(デリバティブ取引関係) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

前へ  



(2) 【その他】 

 平成19年11月８日開催の当社取締役会において、平成19年９月30日の最終の株主名簿等に記載または記録された株主

に対し、次のとおり第85期（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の中間配当を行うことを決議いたしまし

た。 

  

  

①中間配当金の総額 369百万円 

②１株当たり中間配当金 ６円50銭 

③支払請求権の効力発生日および支払開始日 平成19年12月10日 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

  
  

(1) 
  
  

有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

(第84期) 
自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日 
  

平成19年６月27日 

関東財務局長に提出。 

  
  

(2) 
  
  

有価証券報告書の 

訂正報告書 

事業年度 

(第84期) 
自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日 
  

平成19年10月26日 

関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  

  



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月20日

第一実業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている第一実

業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成18年４月１日から平

成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資

本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、第一実業株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  
  
  
  
  
  
  
  

監査法人 トーマツ 

指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士  村  上  眞  治  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士  久  世  浩  一  ㊞ 

  
 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してい

る。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成19年12月20日

第一実業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる第一実業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成19年４月

１日から平成19年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間

連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、第一実業株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  
  
  
  
  
  
  
  

監査法人 トーマツ 

指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士  久  世  浩  一  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士  中  島  達  弥  ㊞ 

  
 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してい

る。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月20日

第一実業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている第一実

業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第84期事業年度の中間会計期間(平成18年４月１日から平成

18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書に

ついて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、第一実業株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成18年４月１日

から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  

  

  

  

  

  

監査法人 トーマツ 

指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士  村  上  眞  治  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士  久  世  浩  一  ㊞ 

  
 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してい

る。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成19年12月20日

第一実業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる第一実業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第85期事業年度の中間会計期間(平成19年４月１

日から平成19年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変

動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、第一実業株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成19年４月１日

から平成19年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  

  

  

  

  

  

監査法人 トーマツ 

指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士  久  世  浩  一  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士  中  島  達  弥  ㊞ 

  
 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してい

る。 
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